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7−4 男女雇用機会均等法
雇用の分野における男女の均等な機会および待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律

ポイント
○	 募集・採用、配置・昇進・教育訓練、一定の福利厚生、定年・解雇における女性に対する差別を禁止してい

ます。また、女性労働者が婚姻し、妊娠し、出産し、又は産前産後休業を取得したことを理由として、解雇す
ることを禁止しています。

○	 女性労働者と事業主との間で男女均等取扱いに関する紛争が生じた場合には、都道府県労働局長の助言、
 指導、勧告及び機会均等調停会議の調停により、その迅速かつ円満な解決の援助を行います。

募集・採用について

男女雇用機会均等法第5条では、労働者の募集・採用について男女異なる取扱いを禁止しています。禁止さ
れる具体的取扱いは、次のとおり指針で定めています。

●	募集・採用に当たって、女性であることを理由として、その対象から女性を排除すること。
	 例）「営業職」「総合職」「大卒技術系」などの募集で、男性しか採らないと言われた。
　　　求人票では男女とも募集の対象となっていたのに、応募の受付は男性のみを対象としていた。

●	男女をともに募集・採用の対象としているにもかかわらず、女性又は男性についての募集・採用する人数
を設定すること。

	 例）「大卒男性80人、大卒女性20人」等男女別に採用予定人数を明らかにして募集していた。

●	年齢、未婚・既婚の別、通勤の状況その他の条件を付けて募集・採用する場合、女性に対して男性と異なる
条件を付けること。

	 例）女性にのみ、浪人又は留年していないことが条件と言われた。

●	求人の内容の説明等、募集・採用に関する情報の提供について、女性に対して男性と異なる扱いをすること。
	 例）会社説明会の対象が男性のみだったり、女性を対象とする説明会が男性より遅く行われた。

●	採用試験等について、女性に対して男性と異なる取扱いをすること。
	 例）面接の時、「結婚や出産をしても働き続けますか？」ということを女性にだけ質問していた。

●	募集・採用に当たって、女性であることを理由として、その対象を女性のみとすること。
	 例）「事務職」「一般職」「販売職」などの募集で女性のみを募集していた。

ご相談
ください

就職活動で、女性であることで差別を受けたり、セクハラにあったら、
都道府県労働局雇用均等室もしくはキャリアセンターまでご連絡ください。

東京都労働局雇用均等室　　TEL:03-3512-1611
東京都労働局　　　　　　　http://tokyo-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

※このデータは全て学生自身の進路報告に基づき作成しています。8 データ編

■ 2014年度　早稲田大学進路状況
2014年9月および2015年3月の学部卒業者・修士修了者の進路状況は、全体では、卒業・修了者 13,160
人、進路報告者 12,801人、就職 9,149人、進学 2,186人、資格試験等準備 571人、その他 895人でした。
進路報告率は97.3%（前年度96.5%）でした。
卒業・修了者に占める就職者の割合は69.5%（前年度66.7%）、進路報告者に占める就職者の割合は71.5%

（前年度69.2%）、就職希望者に占める就職者の割合（就職率）は、95.9%（前年度94.7%）となりました。
就職率は、「就職※1」と「活動中」の者を「就職希望者」とし、文部科学省の「就職率」の取扱い※2に従って算出しています。

※1　就職者の定義：
正規の職員等として最終的に就職した者、および雇用期間の定めが1年以上かつ週あたり所定労働時間30〜40時間の非正規の職員等

（フルタイムの契約社員、フルタイムの派遣社員等）として就職した者。
※2　文部科学省の「就職率」の取扱い：

「就職率」は、就職希望者に占める就職者の割合。「就職希望者」は、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希
望する者をいう。

早大生の進路の特徴

●	就職先は多方面にわたり、約3,000の企業・団体等 へ就職。
●	全就職者の1/2が、就職者数の多い主要企業・団体等の上位300社に就職。
●	業種では金融、製造業、情報通信が多いが、多種多様な業種に就職。
●	全就職者の８割以上が民間の総合職・専門職に就職。　
●	全就職者の約１割が公務員・教員として就職。

●	文系学部の約1割、理系学部の 約7割が大学院へ進学。
●	全国平均に比べ、大学院進学者の割合が高い。
●	進学者の約8割が早稲田大学大学院に進学。

就職7割、進学2割、その他1割

就職 6,918人 
71.7%

就職 2,231人 
70.8%

進学 1,913人 
19.8%

進学 273人 
8.7%

その他の進路 534人 
5.5% その他の進路 361人 

11.5%資格試験等受験準備 
284人　2.9%

資格試験等受験準備 287人　
9.1%

2014年度　卒業生の進路

学部卒 修士修了進路報告者 9,649人［報告率97.6％］ 進路報告者 3,152人［報告率96.2％］

就 職

進 学
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大学院修士 進路報告者 就　職 進　学 資格試験
等　準備

その他
修了者数 進路

報告率アルバイト 活動中 未　定 その他

政治学研究科 135 87 12 5 2 15 9 5 31 141 95.7%

経済学研究科 103 57 8 2 － 26 5 5 36 108 95.4%

法学研究科 38 19 11 1 － 2 3 2 7 41 92.7%

文学研究科 128 52 40 6 6 8 10 6 30 132 97.0%

商学研究科 279 236 4 1 － 18 15 5 38 284 98.2%

教育学研究科 79 56 16 3 1 2 1 － 4 83 95.2%

人間科学研究科 76 43 17 4 － 4 4 4 12 79 96.2%

社会科学研究科 51 35 5 － － 7 1 3 11 51 100.0%

アジア太平洋研究科 126 63 16 7 1 26 10 3 40 127 99.2%

国際情報通信研究科 121 79 8 3 1 18 8 4 31 124 97.6%

日本語教育研究科 58 34 7 4 5 2 5 1 13 58 100.0%

情報生産システム研究科 105 54 17 1 1 17 8 7 33 126 83.3%

公共経営研究科 3 2 － － － － 1 － 1 3 100.0%

ファイナンス研究科 93 84 － 1 1 6 1 － 8 125 74.4%

法務研究科 212 2 3 204 1 － 2 － 3 222 95.5%

会計研究科 94 59 － 29 － 2 3 1 6 100 94.0%

スポーツ科学研究科 82 58 11 2 3 5 2 1 11 82 100.0%

基幹理工学研究科 330 303 13 3 － 6 3 2 11 336 98.2%

創造理工学研究科 428 404 6 3 1 6 5 3 15 433 98.8%

先進理工学研究科 485 405 69 4 － 4 3 － 7 486 99.8%

環境・エネルギー研究科 45 42 1 － － 1 1 － 2 49 91.8%

教職研究科 47 40 － 2 1 1 3 － 5 47 100.0%

国際コミュニケーション研究科 34 17 9 2 － 3 1 2 6 41 82.9%

合　　計 3,152 2,231 273 287 24 179 104 54 361 3,278 96.2%

進路報告者分母 100.0% 70.8% 8.7% 9.1% 11.5%

修了者分母 96.2% 68.1% 8.3% 8.8% 11.0%

学　　部 進路報告者 就　職 進　学 資格試験等 
準備

その他
卒業者数 進路

報告率アルバイト 活動中 未　定 その他

政治経済学部 1,005 875 63 23 8 24 11 1 44 1,026 98.0%

法学部 857 654 133 36 8 11 12 3 34 877 97.7%

第一文学部 3 2 － － － － 1 － 1 3 100.0%

第二文学部 1 － － 1 － － － － － 1 100.0%

教育学部 996 752 160 29 8 20 21 6 55 1,042 95.6%

商学部 1,007 905 25 32 3 23 17 2 45 1,035 97.3%

理工学部 1 1 － － － － － － － 2 50.0%

社会科学部 712 616 28 26 7 17 14 4 42 741 96.1%

人間科学部 622 498 75 16 5 11 13 4 33 625 99.5%

スポーツ科学部 434 353 42 14 6 7 9 3 25 442 98.2%

国際教養学部 643 470 73 18 5 43 27 7 82 668 96.3%

文化構想学部 961 794 45 32 24 29 32 5 90 988 97.3%

文学部 738 558 86 36 15 22 16 5 58 751 98.3%

基幹理工学部 501 152 329 9 1 4 5 1 11 505 99.2%

創造理工学部 598 187 398 4 2 3 2 2 9 603 99.2%

先進理工学部 570 101 456 8 2 1 1 1 5 573 99.5%

合　　計 9,649 6,918 1,913 284 94 215 181 44 534 9,882 97.6%

進路報告者分母 100.0% 71.7% 19.8% 2.9% 5.5%

卒業者分母 97.6% 70.0% 19.4% 2.9% 5.4%

●就職には、自営、元職復帰（現職継続）等を含む。
●資格試験等準備には公務員試験、資格試験（国家試験等）、進学準備等を含む。

学部就職率 97.0%

大学院修士
就職率 92.6%●就職には、自営、元職復帰（現職継続）等を含む。

●資格試験等準備には公務員試験、資格試験（国家試験等）、進学準備等を含む。

■ 2014年度学部・大学院別進路状況	 2015.6.1現在
（学部 男女合計） （人）

（大学院修士 男女合計） （人） 大学院修士 進路報告者 就　職 進　学 資格試験等
準備

その他
修了者数 進路

報告率アルバイト 活動中 未　定 その他

政治学研究科 70 47 7 3 － 7 5 1 13 74 94.6%

経済学研究科 46 25 7 － － 9 3 2 14 49 93.9%

法学研究科 26 13 10 － － 1 1 1 3 27 96.3%

文学研究科 72 31 24 2 4 4 5 2 15 74 97.3%

商学研究科 196 169 3 1 － 12 8 3 23 200 98.0%

教育学研究科 50 33 11 2 1 2 1 － 4 53 94.3%

人間科学研究科 29 14 10 2 － 2 1 － 3 32 90.6%

社会科学研究科 25 20 3 － － 1 1 － 2 25 100.0%

アジア太平洋研究科 55 25 9 4 － 11 6 － 17 55 100.0%

国際情報通信研究科 78 59 6 2 1 6 2 2 11 79 98.7%

日本語教育研究科 11 5 2 1 1 － 1 1 3 11 100.0%

情報生産システム研究科 82 41 14 1 1 14 6 5 26 101 81.2%

公共経営研究科 3 2 － － － － 1 － 1 3 100.0%

ファイナンス研究科 72 66 － － 1 5 － － 6 95 75.8%

法務研究科 145 1 1 142 1 － － － 1 150 96.7%

会計研究科 75 47 － 24 － 1 2 1 4 81 92.6%

スポーツ科学研究科 64 47 7 2 2 3 2 1 8 64 100.0%

基幹理工学研究科 299 274 13 3 － 5 3 1 9 305 98.0%

創造理工学研究科 353 336 5 1 1 4 4 2 11 358 98.6%

先進理工学研究科 386 314 64 3 － 2 3 － 5 387 99.7%

環境・エネルギー研究科 41 38 1 － － 1 1 － 2 44 93.2%

教職研究科 30 25 － 2 － 1 2 － 3 30 100.0%

国際コミュニケーション研究科 11 3 6 1 － － 1 － 1 11 100.0%

合　　計 2,219 1,635 203 196 13 91 59 22 185 2,308 96.1%

学　　部 進路報告者 就　職 進　学 資格試験等
準備

その他
卒業者数 進路

報告率アルバイト 活動中 未　定 その他

政治経済学部 690 598 40 17 8 16 10 1 35 703 98.2%

法学部 563 424 90 23 6 8 9 3 26 583 96.6%

第一文学部 2 1 － － － － 1 － 1 2 100.0%

第二文学部 1 － － 1 － － － － 0 1 100.0%

教育学部 594 432 106 21 6 10 15 4 35 620 95.8%

商学部 731 652 19 26 3 18 13 － 34 748 97.7%

理工学部 1 1 － － － － － － 0 2 50.0%

社会科学部 514 444 15 22 4 14 11 4 33 540 95.2%

人間科学部 318 256 32 7 5 6 10 2 23 320 99.4%

スポーツ科学部 291 230 32 10 3 5 8 3 19 296 98.3%

国際教養学部 250 190 24 10 3 12 8 3 26 257 97.3%

文化構想学部 421 334 24 11 15 16 19 2 52 440 95.7%

文学部 320 225 43 18 10 9 11 4 34 327 97.9%

基幹理工学部 419 108 295 8 － 3 4 1 8 423 99.1%

創造理工学部 484 139 334 2 2 3 2 2 9 487 99.4%

先進理工学部 453 76 364 8 2 1 1 1 5 456 99.3%

合　　計 6,052 4,110 1,418 184 67 121 122 30 340 6,205 97.5%

●就職には、自営、元職復帰（現職継続）等を含む。
●資格試験等準備には公務員試験、資格試験（国家試験等）、進学準備等を含む。

●就職には、自営、元職復帰（現職継続）等を含む。
●資格試験等準備には公務員試験、資格試験（国家試験等）、進学準備等を含む。

■ 2014年度学部・大学院別進路状況（男子）	 2015.6.1現在
（学部 男子合計） （人）

（大学院修士 男子合計） （人）

就職活動ガイドブック 2016

データ編
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大学院修士 進路報告者 就　職 進　学 資格試験等
準備

その他
修了者数 進路

報告率アルバイト 活動中 未　定 その他

政治学研究科 65 40 5 2 2 8 4 4 18 67 97.0%

経済学研究科 57 32 1 2 － 17 2 3 22 59 96.6%

法学研究科 12 6 1 1 － 1 2 1 4 14 85.7%

文学研究科 56 21 16 4 2 4 5 4 15 58 96.6%

商学研究科 83 67 1 － － 6 7 2 15 84 98.8%

教育学研究科 29 23 5 1 － － － － － 30 96.7%

人間科学研究科 47 29 7 2 － 2 3 4 9 47 100.0%

社会科学研究科 26 15 2 － － 6 － 3 9 26 100.0%

アジア太平洋研究科 71 38 7 3 1 15 4 3 23 72 98.6%

国際情報通信研究科 43 20 2 1 － 12 6 2 20 45 95.6%

日本語教育研究科 47 29 5 3 4 2 4 － 10 47 100.0%

情報生産ｼｽﾃﾑ研究科 23 13 3 － － 3 2 2 7 25 92.0%

公共経営研究科 － － － － － － － － － － －

ファイナンス研究科 21 18 － 1 － 1 1 － 2 30 70.0%

法務研究科 67 1 2 62 － － 2 － 2 72 93.1%

会計研究科 19 12 － 5 － 1 1 － 2 19 100.0%

スポーツ科学研究科 18 11 4 － 1 2 － － 3 18 100.0%

基幹理工学研究科 31 29 － － － 1 － 1 2 31 100.0%

創造理工学研究科 75 68 1 2 － 2 1 1 4 75 100.0%

先進理工学研究科 99 91 5 1 － 2 － － 2 99 100.0%

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ研究科 4 4 － － － － － － － 5 80.0%

教職研究科 17 15 － － 1 － 1 － 2 17 100.0%

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究科 23 14 3 1 － 3 － 2 5 30 76.7%

合　　計 933 596 70 91 11 88 45 32 176 970 96.2%

学　　部 進路報告者 就　職 進　学 資格試験等
準備

その他
卒業者数 進路

報告率アルバイト 活動中 未　定 その他

政治経済学部 315 277 23 6 － 8 1 － 9 323 97.5%

法学部 294 230 43 13 2 3 3 － 8 294 100.0%

第一文学部 1 1 － － － － － － － 1 100.0%

第二文学部 － － － － － － － － － － －

教育学部 402 320 54 8 2 10 6 2 20 422 95.3%

商学部 276 253 6 6 － 5 4 2 11 287 96.2%

理工学部 － － － － － － － － － － －

社会科学部 198 172 13 4 3 3 3 － 9 201 98.5%

人間科学部 304 242 43 9 － 5 3 2 10 305 99.7%

スポーツ科学部 143 123 10 4 3 2 1 － 6 146 97.9%

国際教養学部 393 280 49 8 2 31 19 4 56 411 95.6%

文化構想学部 540 460 21 21 9 13 13 3 38 548 98.5%

文学部 418 333 43 18 5 13 5 1 24 424 98.6%

基幹理工学部 82 44 34 1 1 1 1 － 3 82 100.0%

創造理工学部 114 48 64 2 － － － － － 116 98.3%

先進理工学部 117 25 92 － － － － － － 117 100.0%

合　　計 3,597 2,808 495 100 27 94 59 14 194 3,677 97.8%

●就職には、自営、元職復帰（現職継続）等を含む。
●資格試験等準備には公務員試験、資格試験（国家試験等）、進学準備等を含む。

●就職には、自営、元職復帰（現職継続）等を含む。
●資格試験等準備には公務員試験、資格試験（国家試験等）、進学準備等を含む。

■ 2014年度学部・大学院別進路状況（女子）　	 2015.6.1現在
（学部 女子合計） （人）

（大学院修士 女子合計） （人）

就職活動ガイドブック 2016

データ編

業種名 企業・団体名 合計 男 女
メーカー IHI 15 11 4 
メーカー ソニー 15 12 3 
メーカー リコー 15 10 5 
情報通信 レジェンド・アプリケーションズ 15 13 2 
商業 ファーストリテイリンググループ 15 5 10 
メーカー サントリーホールディングス 14 8 6 
マスコミ 博報堂 14 10 4 
旅行・運輸 JTBコーポレートセールス 14 11 3 
金融 三菱UFJモルガン・スタンレー証券 14 7 7 
専門サービス デロイトトーマツコンサルティング 14 8 6 
公務員 神奈川県職員Ⅰ種 14 4 10 
メーカー 住友電気工業 13 11 2 
メーカー 三菱重工業 13 12 1 
情報通信 インテリジェンス 13 7 6 
マスコミ 朝日新聞社 13 11 2 
金融 農林中央金庫 13 11 2 
不動産・建設 竹中工務店 12 10 2 
不動産・建設 三井不動産リアルティ 12 10 2 
メーカー 東レ 12 9 3 
メーカー 富士重工業 12 8 4 
情報通信 NTTコムウェア 12 4 8 
マスコミ ベネッセコーポレーション 12 5 7 
商業 双日 12 9 3 
商業 光通信 12 7 5 
金融 大同生命保険 12 6 6 
金融 日本銀行 12 6 6 
専門サービス EYアドバイザリー 12 8 4 
専門サービス 日本総合研究所 12 8 4 
専門サービス パソナ 12 6 6 
専門サービス ヤフー 12 9 3 
不動産・建設 大和ハウス工業 11 5 6 
不動産・建設 野村不動産 11 10 1 
メーカー キーエンス 11 9 2 
メーカー スズキ 11 11 － 
メーカー 日本たばこ産業（JT） 11 6 5 
メーカー 三菱マテリアル 11 9 2 
情報通信 SCSK 11 7 4 
情報通信 サイバーエージェント 11 7 4 
情報通信 日立システムズ 11 9 2 
情報通信 フューチャーアーキテクト 11 10 1 
マスコミ テレビ朝日 11 8 3 
マスコミ フジテレビジョン 11 5 6 
マスコミ リクルートホールディングス 11 11 － 
旅行・運輸 JTB首都圏 11 2 9 
旅行・運輸 JR東海 11 8 3 
商業 豊田通商 11 6 5 
商業 ローソン 11 6 5 
金融 群馬銀行 11 5 6 
金融 福岡銀行 11 8 3 
金融 横浜銀行 11 5 6 
教育 神奈川県教員 11 4 7 
専門サービス キリン 11 6 5 
公務員 裁判所事務官 11 5 6 
不動産・建設 日揮 10 9 1 
メーカー 花王 10 7 3 
メーカー JFEスチール 10 10 － 
メーカー 武田薬品工業 10 7 3 
情報通信 TIS 10 5 5 
情報通信 日立ソリューションズ 10 2 8 
旅行・運輸 東京急行電鉄 10 8 2 
旅行・運輸 日本郵船 10 10 － 
金融 あおぞら銀行 10 3 7 
金融 住友生命保険 10 7 3 
専門サービス あらた監査法人 10 6 4 
その他 大韓民国の企業・団体に就職 10 7 3 
不動産・建設 清水建設 9 7 2 
不動産・建設 都市再生機構（UR都市機構） 9 8 1 
メーカー いすゞ自動車 9 7 2 
メーカー 伊藤忠丸紅鉄鋼 9 4 5 
メーカー シャープ 9 4 5 
メーカー テルモ 9 7 2 
メーカー マツダ 9 7 2 
情報通信 オービック 9 9 － 
情報通信 ディー・エヌ・エー（DeNA） 9 7 2 
情報通信 ベイカレント・コンサルティング 9 9 － 
情報通信 みずほ情報総研 9 7 2 
マスコミ マイナビ 9 5 4 
旅行・運輸 エイチ・アイ・エス 9 4 5 
旅行・運輸 ヤマト運輸 9 6 3 
商業 三越伊勢丹 9 6 3 
金融 アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社） 9 6 3 
金融 常陽銀行 9 7 2 
金融 新生銀行 9 4 5 

業種名 企業・団体名 合計 男 女
金融 三菱東京UFJ銀行 126 64 62 
金融 みずほフィナンシャルグループ 103 63 40 
金融 三井住友銀行 97 50 47 
公務員 東京都職員Ⅰ類 97 52 45 
情報通信 ソフトバンクモバイル 77 51 26 
金融 東京海上日動火災保険 77 20 57 
メーカー 富士通 72 56 16 
メーカー 日本IBM 65 27 38 
公務員 国家公務員一般職 64 38 26 
情報通信 NTTデータ 59 36 23 
メーカー 日立製作所 55 40 15 
金融 損害保険ジャパン日本興亜 55 14 41 
金融 大和証券 55 36 19 
金融 りそなグループ 54 31 23 
マスコミ 日本放送協会（NHK） 53 39 14 
公務員 特別区（東京23区）職員 53 32 21 
金融 三井住友海上火災保険 52 25 27 
メーカー 三菱電機 50 42 8 
情報通信 楽天 49 19 30 
金融 三井住友信託銀行 48 25 23 
メーカー 東芝 44 35 9 
情報通信 KDDI 42 28 14 
金融 SMBC日興証券 42 31 11 
公務員 国家公務員総合職 42 26 16 
教育 東京都教員 39 22 17 
メーカー トヨタ自動車 37 29 8 
メーカー キヤノン 36 30 6 
メーカー パナソニック 35 27 8 
旅行・運輸 日本航空 35 11 24 
金融 野村證券 35 29 6 
金融 日本生命保険 34 18 16 
金融 明治安田生命保険 34 14 20 
その他 中華人民共和国の企業・団体に就職 32 17 15 
メーカー 日産自動車 31 24 7 
メーカー 日本電気（NEC） 31 19 12 
情報通信 NTT東日本 30 19 11 
商業 三菱商事 29 19 10 
金融 三菱UFJ信託銀行 29 19 10 
金融 ゆうちょ銀行 28 14 14 
情報通信 NTTコミュニケーションズ 27 16 11 
専門サービス アクセンチュア 27 18 9 
公務員 埼玉県職員 27 20 7 
旅行・運輸 JR東日本 26 18 8 
専門サービス 有限責任監査法人トーマツ 26 20 6 
旅行・運輸 全日本空輸 25 12 13 
商業 ニトリ 25 15 10 
金融 あいおいニッセイ同和損害保険 25 14 11 
専門サービス 野村総合研究所 25 21 4 
メーカー 凸版印刷 24 15 9 
商業 住友商事 24 16 8 
商業 三井物産 24 12 12 
メーカー 新日鐵住金 23 16 7 
メーカー 大日本印刷 23 16 7 
メーカー LIXIL 23 15 8 
情報通信 ワークスアプリケーションズ 23 16 7 
金融 第一生命保険 23 13 10 
公務員 横浜市職員 23 9 14 
メーカー 本田技研工業 22 19 3 
情報通信 NTTドコモ 22 15 7 
商業 丸紅 22 15 7 
情報通信 日本郵便 21 11 10 
マスコミ 電通 21 17 4 
商業 伊藤忠商事 20 14 6 
専門サービス あずさ監査法人 20 14 6 
専門サービス リクルートキャリア 20 12 8 
不動産・建設 大成建設 19 13 6 
金融 静岡銀行 19 14 5 
教育 埼玉県教員 19 12 7 
メーカー JX日鉱日石エネルギー 18 12 6 
メーカー デンソー 18 16 2 
金融 商工組合中央金庫 18 16 2 
金融 みずほ証券 18 15 3 
専門サービス 新日本有限責任監査法人 18 13 5 
エネルギー 東京ガス 17 9 8 
金融 日本政策金融公庫 17 12 5 
不動産・建設 大林組 16 11 5 
メーカー ブリヂストン 16 11 5 
マスコミ 日本経済新聞社 16 12 4 
金融 かんぽ生命保険 16 2 14 
金融 千葉銀行 16 11 5 
教育 早稲田大学 16 5 11 
エネルギー 東京電力 15 10 5 
不動産・建設 鹿島建設（鹿島） 15 13 2 

■ 2014年度　主な進路決定先（学部・研究科：5名以上）	 2015.6.1現在
（人）
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データ編

業種名 企業・団体名 合計 男 女
金融 丸井グループ 9 4 5 
専門サービス アビームコンサルティング 9 7 2 
専門サービス オリエンタルランド 9 5 4 
公務員 千葉県職員 9 4 5 
不動産・建設 三井不動産 8 6 2 
メーカー 旭硝子 8 5 3 
メーカー アズビル 8 7 1 
メーカー 出光興産 8 8 － 
メーカー クボタ 8 6 2 
メーカー 神戸製鋼所 8 8 － 
メーカー 国際石油開発帝石 8 5 3 
メーカー ダイキン工業 8 2 6 
メーカー 豊田自動織機 8 7 1 
メーカー 日野自動車 8 7 1 
情報通信 日本ユニシス 8 5 3 
マスコミ アサツーディ・ケイ 8 4 4 
マスコミ （社）共同通信社 8 6 2 
マスコミ トーハン 8 5 3 
マスコミ 日本テレビ放送網（NTV） 8 6 2 
マスコミ 毎日新聞社 8 5 3 
マスコミ リクルートジョブズ 8 5 3 
旅行・運輸 三井倉庫 8 7 1 
商業 イオンリテール 8 5 3 
商業 ジョンソン・エンド・ジョンソン 8 5 3 
商業 セブン－イレブン・ジャパン 8 5 3 
商業 日本出版販売 8 1 7 
金融 三菱UFJニコス 8 4 4 
教育 ナガセ（東進ハイスクール） 8 3 5 
専門サービス シグマクシス 8 6 2 
専門サービス 大和総研ホールディングス 8 6 2 
専門サービス 三菱UFJリース 8 7 1 
専門サービス リクルートスタッフィング 8 5 3 
公務員 さいたま市職員 8 5 3 
不動産・建設 イオンモール 7 3 4 
不動産・建設 積水ハウス 7 4 3 
メーカー 旭化成 7 5 2 
メーカー 味の素 7 4 3 
メーカー カシオ計算機 7 4 3 
メーカー 川崎重工業 7 7 － 
メーカー コニカミノルタ 7 4 3 
メーカー 積水化学工業 7 7 － 
メーカー 日本ヒューレット・パッカード 7 7 － 
メーカー 富士フイルム 7 6 1 
メーカー 三菱自動車工業 7 5 2 
情報通信 グーグル 7 3 4 
情報通信 コーエーテクモホールディングス 7 6 1 
情報通信 時事通信社 7 5 2 
情報通信 新日鉄住金ソリューションズ 7 6 1 
情報通信 帝国データバンク 7 6 1 
情報通信 ニッセイ情報テクノロジー 7 4 3 
情報通信 三菱総研DCS 7 5 2 
マスコミ ジュピターテレコム 7 3 4 
旅行・運輸 日本通運 7 7 － 
金融 武蔵野銀行 7 6 1 
教育 千葉県教員 7 4 3 
専門サービス オリックス 7 5 2 
専門サービス セプテーニ・ホールディングス 7 6 1 
専門サービス プライスウォーターハウスクーパース（PwC） 7 4 3 
専門サービス ベネッセスタイルケア 7 3 4 
公務員 警視庁警察官 7 6 1 
エネルギー 大阪瓦斯 6 4 2 
エネルギー 東北電力 6 5 1 
不動産・建設 オープンハウス 6 6 － 
不動産・建設 住友不動産 6 6 － 
不動産・建設 千代田化工建設 6 4 2 
不動産・建設 三菱地所 6 4 2 
不動産・建設 三菱日立パワーシステムズ 6 6 － 
メーカー オリンパス 6 4 2 
メーカー 小松製作所 6 5 1 
メーカー JFEエンジニアリング 6 5 1 
メーカー シスメックス 6 4 2 
メーカー 住友化学 6 4 2 
メーカー 大正製薬 6 6 － 
メーカー TDK 6 5 1 
メーカー 日本光電工業（日本光電） 6 6 － 
メーカー 富士ゼロックス 6 3 3 
メーカー 三井造船 6 4 2 
メーカー 森永製菓 6 2 4 
情報通信 伊藤忠テクノソリューションズ 6 3 3 
情報通信 NECソリューションイノベータ 6 5 1 
情報通信 NTT 6 4 2 
情報通信 三菱UFJインフォメーションテクノロジー 6 5 1 
マスコミ 東北新社 6 4 2 

業種名 企業・団体名 合計 男 女
旅行・運輸 商船三井 6 6 － 
旅行・運輸 日立物流 6 4 2 
商業 アルペン 6 2 4 
商業 キヤノンマーケティングジャパン 6 5 1 
商業 JFE商事 6 5 1 
商業 高島屋 6 4 2 
商業 ドーム 6 4 2 
商業 日本イーライリリー 6 2 4 
金融 損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険 6 2 4 
金融 東京海上日動あんしん生命保険　 6 3 3 
金融 八十二銀行 6 5 1 
金融 八千代銀行 6 3 3 
教育 臨海セミナー 6 4 2 
専門サービス エン・ジャパン 6 5 1 
専門サービス セコム 6 5 1 
専門サービス リクルートライフスタイル 6 4 2 
非営利 日本年金機構 6 6 － 
非営利 日本貿易振興機構（JETRO） 6 4 2 
その他 シンガポールの企業・団体に就職 6 3 3 
エネルギー 九州電力 5 3 2 
エネルギー 電源開発 5 5 － 
不動産・建設 新日鉄住金エンジニアリング 5 4 1 
不動産・建設 東急建設 5 5 － 
不動産・建設 東急不動産 5 4 1 
不動産・建設 長谷工コーポレーション 5 4 1 
メーカー アサヒビール 5 5 － 
メーカー 江崎グリコ 5 4 1 
メーカー エヌオーケー（NOK） 5 5 － 
メーカー NTN 5 2 3 
メーカー 京セラ 5 4 1 
メーカー サッポロビール 5 3 2 
メーカー サンデンホールディングス 5 4 1 
メーカー サントリー食品インターナショナル 5 2 3 
メーカー JX日鉱日石金属 5 4 1 
メーカー 資生堂 5 3 2 
メーカー 昭和電工 5 2 3 
メーカー 第一三共 5 5 － 
メーカー 大王製紙 5 3 2 
メーカー 帝人 5 4 1 
メーカー パナソニックシステムネットワークス 5 5 － 
メーカー 日立造船 5 5 － 
メーカー 美津濃（ミズノ） 5 2 3 
メーカー 三井化学 5 5 － 
メーカー Meiji Seika ファルマ 5 2 3 
メーカー 山崎製パン 5 4 1 
メーカー ヤマハ発動機 5 3 2 
メーカー 横河電機 5 2 3 
メーカー リクルートコミュニケーションズ 5 4 1 
情報通信 SAPジャパン 5 4 1 
情報通信 スクウェア・エニックス 5 2 3 
情報通信 東京海上日動システムズ 5 4 1 
情報通信 ドワンゴ 5 5 － 
情報通信 バンダイナムコゲームス 5 3 2 
情報通信 リクルートマーケティングパートナーズ 5 － 5 
マスコミ 中日新聞社 5 3 2 
マスコミ 電通パブリックリレーションズ 5 3 2 
マスコミ リクルート住まいカンパニー 5 2 3 
旅行・運輸 東京地下鉄 5 5 － 
商業 アシックス 5 3 2 
商業 バンダイ 5 2 3 
商業 フィールズ 5 4 1 
商業 リコージャパン 5 3 2 
金融 NTTファイナンス 5 4 1 
金融 JCB 5 2 3 
金融 七十七銀行 5 3 2 
金融 信金中央金庫 5 5 － 
金融 太陽生命保険 5 5 － 
金融 日本トラスティ・サービス信託銀行 5 4 1 
金融 百十四銀行 5 4 1 
金融 広島銀行 5 3 2 
金融 三井住友海上あいおい生命保険 5 4 1 
教育 茨城県教員 5 2 3 
教育 学究社 5 1 4 
教育 ニチイ学館 5 1 4 
専門サービス JA全農 5 2 3 
専門サービス 日建設計 5 4 1 
専門サービス リードエグジビションジャパン 5 3 2 
専門サービス レイス 5 4 1 
非営利 国際交流基金 5 2 3 
公務員 川越市職員 5 2 3 

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
エネルギー 東京電力 10 1 1 3 1 1 1 1 1

東京ガス 9 1 2 1 2 1 1 1
東北電力 5 1 2 1 1
大阪瓦斯 4 2 1 1
九州電力 4 1 1 1 1
関西電力 3 1 1 1
北海道電力 3 1 1 1
沖縄電力 2 1 1
四国電力 2 2
東邦瓦斯 2 1 1
日本海洋掘削 2 1 1
北陸電力 2 2

業種計 48 6 8 2 5 6 7 2 5 4 2 － 1 －
不動産・建設 三井不動産リアルティ 12 1 1 3 2 1 2 2

大成建設 10 1 1 1 1 1 5
野村不動産 10 1 2 2 1 1 2 1
大和ハウス工業 8 2 1 2 2 1
イオンモール 7 2 1 1 1 2
三井不動産 7 2 4 1
住友不動産 6 1 1 1 2 1
積水ハウス 6 1 1 1 1 1 1
三菱地所 6 2 1 1 1 1
大林組 5 1 1 3
オープンハウス 5 1 1 1 2
鹿島建設（鹿島） 5 1 1 1 1 1
東急不動産 5 2 1 1 1
都市再生機構（UR都市機構） 5 1 1 2 1
コスモスイニシア 4 1 3
竹中工務店 4 1 1 2
東京建物 4 2 1 1
東京都住宅供給公社 4 1 1 1 1
三井不動産ビルマネジメント 4 1 1 2
旭化成ホームズ 3 1 2
小田急不動産 3 1 1 1
関電工 3 1 1 1
ゴールドマンサックス・ジャパン・ホールディングス 3 3
常和ホールディングス 3 1 1 1
新日鉄住金エンジニアリング 3 1 2
住友不動産販売 3 1 1 1
大京グループ 3 2 1
戸田建設 3 1 1 1
長谷工コーポレーション 3 1 1 1
前田建設工業 3 1 2
三菱地所リアルエステートサービス 3 1 1 1
三菱地所レジデンス 3 1 1 1
ケン・コーポレーション 2 1 1
ゴールドクレスト 2 1 1
国際自動車 2 1 1
五洋建設 2 2
ザイマックス 2 1 1
サクラインターナショナル 2 2
三光ソフランホールディングス 2 1 1
シービーアールイー 2 2
新菱冷熱工業 2 2
水ing 2 1 1
大気社 2 1 1
大東建託グループ 2 1 1
東急建設 2 1 1
東京セキスイハイム 2 1 1
東京ビッグサイト 2 1 1
東洋エンジニアリング 2 1 1
日揮 2 1 1
日立ビルシステム 2 1 1
ホンダ開発 2 1 1
三井不動産商業マネジメント 2 1 1
三井不動産リフォーム 2 2
三井不動産レジデンシャル 2 1 1
三菱UFJ不動産販売 2 1 1
モリモト 2 1 1
レジデンス・ビルディングマネジメント 2 1 1

業種計 206 26 30 20 26 16 11 7 13 16 11 1 28 1
メーカー 富士通 53 14 3 5 9 9 3 1 2 2 1 1 2 1

日本IBM 42 8 2 5 2 3 10 5 4 3
三菱電機 31 4 4 5 3 2 1 3 1 3 1 3 1
日立製作所 22 5 1 1 3 2 1 4 1 3 1
大日本印刷 20 3 3 1 8 1 4
東芝 20 5 3 2 2 3 2 1 1 1
トヨタ自動車 20 2 4 1 3 2 1 1 6
LIXIL 19 2 3 2 3 1 2 2 2 1 1
パナソニック 17 2 3 1 6 1 1 2 1
日本電気（NEC） 16 2 1 2 3 3 1 2 1 1
キヤノン 15 3 2 2 2 1 1 1 3
凸版印刷 15 2 4 1 1 4 1 1 1

■ 2014年度　業種別の主な進路決定先（学部：2名以上） 	 2015.6.1現在
（人）
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データ編

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
メーカー 日産自動車 13 2 6 3 2

新日鐵住金 11 4 2 1 1 1 1 1
デンソー 11 1 3 3 2 1 1
キーエンス 10 1 1 1 2 1 2 1 1
本田技研工業 10 2 3 1 1 1 2
三菱マテリアル 10 4 2 1 1 2
IHI 8 3 2 1 1 1
伊藤忠丸紅鉄鋼 8 2 1 1 4
サントリーホールディングス 8 2 2 1 2 1
スズキ 8 2 2 2 1 1
住友電気工業 8 3 1 1 2 1
武田薬品工業 8 2 1 1 3 1
東レ 8 1 1 3 1 1 1
ブリヂストン 8 2 1 1 2 2
JX日鉱日石エネルギー 7 2 1 1 1 1 1
シャープ 7 2 1 1 1 1 1
ソニー 7 2 1 2 2
ダイキン工業 7 1 1 3 1 1
味の素 6 2 1 3
カシオ計算機 6 1 1 1 1 1 1
神戸製鋼所 6 1 1 1 1 1 1
日本たばこ産業（JT） 6 3 2 1
日野自動車 6 1 1 2 1 1
富士重工業 6 2 1 1 1 1
三菱自動車工業 6 1 1 1 1 1 1
リコー 6 1 1 1 1 1 1
アサヒビール 5 1 2 1 1
アズビル 5 1 1 1 1 1
江崎グリコ 5 1 1 2 1
エヌオーケー（NOK） 5 1 1 1 1 1
オリンパス 5 1 2 1 1
川崎重工業 5 2 1 1 1
京セラ 5 2 1 2
クボタ 5 3 1 1
サンデンホールディングス 5 1 1 2 1
サントリー食品インターナショナル 5 2 1 1 1
住友化学 5 1 1 2 1
第一三共 5 1 1 2 1
大正製薬 5 2 1 1 1
テルモ 5 1 1 1 1 1
豊田自動織機 5 2 1 1 1
マツダ 5 1 1 1 1 1
山崎製パン 5 1 2 1 1
アマダ 4 1 1 1 1
いすゞ自動車 4 1 2 1
伊藤園 4 1 1 2
岡村製作所 4 1 1 1 1
花王 4 1 2 1
サッポロビール 4 1 2 1
JFEスチール 4 1 1 1 1
大王製紙 4 2 2
東燃ゼネラル石油 4 1 1 1 1
TOTO 4 1 2 1
トッパン・フォームズ 4 1 1 1 1
トヨタ車体 4 2 1 1
日本ヒューレット・パッカード 4 1 1 1 1
美津濃（ミズノ） 4 1 1 1 1
三井造船 4 2 1 1
Meiji Seika ファルマ 4 1 1 1 1
森永製菓 4 1 2 1
リクルートコミュニケーションズ 4 1 3
旭化成 3 2 1
アディダスジャパン 3 1 1 1
アンリツ 3 1 1 1
EBM 3 2 1
エーザイ 3 1 2
オンワード樫山 3 2 1
カプコン 3 1 1 1
キユーピー 3 2 1
小糸製作所 3 1 1 1
コーセー 3 1 1 1
国際石油開発帝石 3 1 2
コニカミノルタ 3 2 1
小松製作所 3 1 1 1
三協フロンテア 3 1 1 1
塩野義製薬 3 1 1 1
シスメックス 3 2 1
シマノ 3 1 1 1
新日鐵住金ステンレス 3 1 1 1
住友ゴム工業 3 1 1 1
住友重機械工業 3 2 1
セガ 3 2 1
積水化学工業 3 1 1 1

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
メーカー TDK 3 1 1 1

帝人 3 1 1 1
電気化学工業 3 1 1 1
豊田合成 3 1 1 1
虎屋 3 1 1 1
ニチレキ 3 3
日産車体 3 2 1
日本光電工業（日本光電） 3 1 1 1
日本電産 3 1 1 1
日本ハム 3 1 1 1
パラマウントベッド 3 1 1 1
日立アプライアンス 3 1 1 1
日立造船 3 1 1 1
ブラザー工業 3 1 1 1
P&G 3 1 1 1
三井化学 3 1 1 1
三菱樹脂 3 1 1 1
三菱電機エンジニアリング 3 1 1 1
村田製作所 3 2 1
ヤマハ発動機 3 1 1 1
ヤンマー 3 1 1 1
横河電機 3 1 2
ヨネックス 3 1 2
YKK 3 1 2
ワコール 3 1 1 1
アサヒ飲料 2 1 1
旭化成ファーマ 2 1 1
旭硝子 2 1 1
味の素ゼネラルフーヅ 2 1 1
アスモ 2 1 1
出光興産 2 1 1
伊藤ハム 2 1 1
エア・ウォーター 2 1 1
エレコム 2 1 1
沖電気工業 2 1 1
オルガノ 2 1 1
カネカ 2 1 1
グラクソ・スミスクライン 2 1 1
興和創薬 2 1 1
コクヨ 2 1 1
コニシ 2 2
佐藤製薬 2 1 1
サムスン電子ジャパン 2 1 1
三栄源エフ・エフ・アイ 2 1 1
JX日鉱日石金属 2 1 1
JFEエンジニアリング 2 2
ジェイテクト 2 1 1
資生堂 2 1 1
昭栄美術 2 2
昭和電工 2 2
スタンレー電気 2 1 1
スリーエムジャパン 2 2
セイコーエプソン 2 1 1
ダイセル 2 2
大日精化工業 2 1 1
ダイハツ工業 2 2
宝酒造 2 1 1
ちふれ化粧品 2 1 1
ディスコ 2 1 1
東亜ディーケーケー 2 1 1
東芝メディカルシステムズ 2 1 1
図書印刷 2 1 1
日清製粉 2 1 1
日清製粉グループ本社 2 1 1
日清フーズ 2 1 1
日鐵住金建材 2 1 1
日本航空電子工業 2 2
日本精工（NSK） 2 1 1
日本曹達 2 1 1
日本ピストンリング 2 1 1
日本化薬 2 1 1
日本製鋼所 2 1 1
ハウス食品 2 1 1
長谷川香料 2 2
パナソニックシステムネットワークス 2 1 1
ピアス 2 2
久光製薬 2 1 1
日立建機 2 1 1
フコク 2 1 1
フジクラ 2 1 1
富士石油 2 1 1
富士電機 2 1 1
富士フイルム 2 1 1

（人）
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データ編

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
メーカー 古河電気工業 2 1 1

ポニーキャニオン 2 1 1
ミツカングループ本社 2 1 1
三菱化学 2 1 1
三菱ガス化学 2 1 1
三菱重工業 2 1 1
三ツ星ベルト 2 1 1
ミネベア 2 2
明治 2 1 1
明電舎 2 1 1
森永乳業 2 1 1
ユニプレス 2 1 1
レナウン 2 1 1
レンゴー 2 1 1

業種計 937 141 79 89 141 95 43 54 76 92 43 34 32 18
情報通信 ソフトバンクモバイル 66 5 5 9 17 7 2 4 11 3 3

楽天 38 4 2 4 5 1 1 16 2 2 1
NTTデータ 37 7 3 2 3 2 3 5 5 2 2 3
KDDI 24 7 1 3 4 1 1 4 1 1 1
NTT東日本 21 6 2 4 5 1 1 1 1
日本郵便 20 3 1 4 1 1 6 4
NTTコミュニケーションズ 19 3 3 2 2 2 2 2 2 1
ワークスアプリケーションズ 16 2 1 2 2 1 1 2 2 1 2
NTTドコモ 15 1 3 2 3 1 1 3 1
インテリジェンス 12 1 1 1 1 1 1 2 3 1
SCSK 11 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1
レジェンド・アプリケーションズ 10 1 4 1 1 1 1 1
NTTコムウェア 9 1 2 3 2 1
フューチャーアーキテクト 9 1 1 2 1 2 1 1
ベイカレント・コンサルティング 9 2 1 1 1 2 2
オービック 8 2 2 1 1 1 1
サイバーエージェント 8 1 2 1 1 1 1 1
コーエーテクモホールディングス 7 1 2 1 2 1
TIS 7 2 1 1 2 1
ディー・エヌ・エー（DeNA） 7 2 1 1 2 1
日本ユニシス 7 1 1 1 1 3
グーグル 6 1 2 3
帝国データバンク 6 1 1 2 1 1
日立システムズ 6 3 1 1 1
日立ソリューションズ 6 1 1 1 2 1
みずほ情報総研 6 1 1 1 1 1 1
三菱総研DCS 6 3 2 1
三菱UFJインフォメーションテクノロジー 6 1 1 2 1 1
伊藤忠テクノソリューションズ 5 1 1 1 1 1
NECソリューションイノベータ 5 1 1 1 1 1
時事通信社 5 1 1 3
東京海上日動システムズ 5 1 1 1 1 1
リクルートマーケティングパートナーズ 5 1 1 3
アイネス 4 1 1 2
NTTデータ・アイ 4 1 1 1 1
昭和システムエンジニアリング 4 2 1 1
DYM 4 1 2 1
バンダイナムコゲームス 4 1 1 1 1
富士通システムズ・イースト 4 1 1 2
ヴァリューズ 3 1 1 1
NSD 3 1 1 1
NTTファシリティーズ 3 1 2
オーエス 3 1 1 1
コムチュア 3 1 1 1
コロプラ 3 1 1 1
シーエーシー 3 1 1 1
新日鉄住金ソリューションズ 3 1 1 1
スクウェア・エニックス 3 1 2
ソネット 3 1 1 1
TKC 3 1 2
NTT西日本 3 1 1 1
ニッセイ情報テクノロジー 3 1 1 1
農中情報システム 3 1 1 1
ボルテージ 3 1 2
OSK 2 1 1
アイタンクジャパン 2 1 1
IDCフロンティア 2 1 1
アイル 2 2
朝日エル 2 1 1
アライドアーキテクツ 2 1 1
e-Janネットワークス 2 2
イトクロ 2 1 1
インテージ 2 1 1
ウェブクルー 2 1 1
ANAシステムズ 2 1 1
SAPジャパン 2 2
エス・エム・エス・データテック 2 1 1
NTTデータシステム技術 2 1 1

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
情報通信 エヌアイデイ 2 1 1

エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート 2 1 1
エヌ・ティ・ティデータCCS 2 1 1
NTTデータビジネスシステムズ 2 1 1
NTTデータフォース 2 2
エムティーアイ 2 2
オプト 2 1 1
キヤノン電子テクノロジー 2 1 1
ぐるなび 2 1 1
GMOインターネット 2 1 1
GMOペイメントゲートウェイ 2 1 1
JTB情報システム 2 1 1
第一生命情報システム 2 1 1
データサービス 2 2
テクノトップ 2 1 1
テラインターナショナル 2 1 1
東邦システムサイエンス 2 2
トランス・コスモス 2 1 1
ドワンゴ 2 1 1
日興システムソリューションズ 2 1 1
日本アイビーエム・ソリューション・サービス 2 1 1
日本証券テクノロジー 2 1 1
日本ノーベル 2 2
日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ 2 1 1
ハマゴムエイコム 2 1 1
ビジネスブレイン太田昭和 2 1 1
ブイキューブ 2 1 1
フォーカスシステムズ 2 1 1
フォルシア 2 1 1
富士通エフ・アイ・ピー 2 1 1
富士通エフサス 2 1 1
富士通ミッションクリティカルシステムズ 2 1 1
船井総合研究所 2 1 1
プロトコーポレーション 2 1 1
monopo 2 1 1
モメンタムジャパン 2 1 1
レバレジーズ 2 2

業種計 598 74 38 61 92 51 37 17 52 75 36 30 24 11
マスコミ 日本放送協会（NHK） 39 12 5 4 3 2 4 2 3 3 1

電通 19 2 2 2 3 1 4 1 1 1 2
日本経済新聞社 15 3 4 1 2 1 1 2 1
朝日新聞社 12 2 2 1 2 2 2 1
博報堂 11 4 1 1 1 1 1 1 1
フジテレビジョン 10 2 1 1 1 4 1
ベネッセコーポレーション 10 1 2 2 1 1 2 1
テレビ朝日 9 3 1 1 1 1 1 1
アサツーディ・ケイ 8 2 1 1 2 1 1
マイナビ 8 1 1 1 2 1 1 1
トーハン 7 1 2 4
毎日新聞社 7 2 1 2 2
リクルートジョブズ 7 1 2 1 1 2
共同通信社 6 3 1 2
ジュピターテレコム 6 2 1 3
日本テレビ放送網（NTV） 6 1 3 1 1
電通パブリックリレーションズ 5 1 1 2 1
東北新社 5 1 1 1 2
リクルート住まいカンパニー 5 1 3 1
リクルートホールディングス 5 1 1 1 1 1
キャリアデザインセンター 4 1 1 1 1
講談社 4 3 1
ジュピターショップチャンネル 4 1 1 1 1
小学館 4 1 1 1 1
中日新聞社 4 1 1 1 1
セプテーニ 3 1 1 1
中国新聞社 3 1 1 1
デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム 3 1 1 1
電通テック 3 1 1 1
東映 3 1 1 1
東宝 3 1 1 1
博報堂プロダクツ 3 1 1 1
福音館書店 3 1 1 1
ベクトル 3 1 1 1
読売新聞社 3 1 2
AOI Pro. 2 1 1
朝日広告社 2 1 1
イースト・グループ・ホールディングス 2 1 1
NHKエンタープライズ 2 2
サイドエー 2 1 1
サイバー・コミュニケーションズ 2 1 1
産業経済新聞社 2 1 1
サンケイリビング新聞社 2 1 1
JR東日本企画 2 1 1
JTBパブリッシング 2 1 1

（人）
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データ編

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
マスコミ 静岡新聞社 2 2

信濃毎日新聞 2 1 1
集英社 2 1 1
ゼンリン 2 1 1
ディーエムエス 2 1 1
TBSテレビ 2 1 1
デジタルアイデンティティ 2 1 1
テレコムスタッフ 2 1 1
テレビ埼玉 2 1 1
テレビ東京 2 1 1
テレビ長崎 2 1 1
電通レイザーフィッシュ 2 2
東映アニメーション 2 1 1
東京書籍 2 1 1
日テレ　アックスオン 2 1 1
日本加除出版 2 2
日本経済広告社 2 1 1
NEXTEP 2 1 1
バンテック 2 2
ピアラ 2 1 1
PHP研究所 2 1 1
プラップジャパン 2 1 1
文藝春秋 2 1 1
マーキュリー 2 1 1
USEN 2 1 1
WOWOW 2 1 1

業種計 322 50 33 25 29 23 20 18 20 51 34 8 4 7
旅行・運輸 日本航空 27 2 1 2 1 2 10 6 1 1 1

全日本空輸 19 1 4 1 2 2 5 4
JR東日本 18 2 2 4 1 3 1 3 2
JTBコーポレートセールス 14 2 1 1 1 5 3 1
JTB首都圏 11 2 1 2 1 3 2
日本郵船 10 4 2 2 1 1
エイチ・アイ・エス 9 1 1 1 2 2 2
ヤマト運輸 9 3 2 2 2
三井倉庫 8 1 1 3 2 1
JR東海 7 3 1 1 1 1
東京急行電鉄 7 1 1 1 1 2 1
日本通運 7 1 1 3 1 1
商船三井 6 3 1 1 1
日立物流 6 1 1 1 1 2
西日本高速道路 4 1 1 1 1
三菱倉庫 4 1 2 1
ANAエアポートサービス 3 1 2
小田急電鉄 3 1 1 1
川崎汽船 3 1 1 1
クラブツーリズム 3 1 1 1
京成電鉄 3 1 1 1
鈴与 3 1 1 1
東武鉄道 3 2 1
JR西日本 3 1 1 1
富士急行 3 1 1 1
名鉄観光サービス 3 2 1
郵船ロジスティクス 3 1 1 1
i．JTB 2 1 1
いすゞライネックス 2 1 1
京王観光 2 1 1
京浜急行電鉄 2 1 1
JFE物流 2 1 1
JTBグローバルマーケティング＆トラベル 2 1 1
JTB国内旅行企画 2 1 1
JTBマネジメントサービス 2 1 1
澁澤倉庫 2 1 1
JALスカイ 2 2
スカイマーク 2 1 1
住友倉庫 2 1 1
西武鉄道 2 1 1
大韓航空 2 1 1
DHL JAPAN 2 2
東武バス 2 1 1
名古屋鉄道 2 1 1
成田国際空港 2 1 1
西日本鉄道 2 1 1
ニチレイロジグループ本社 2 1 1
富士フイルムロジスティックス 2 1 1
ホームロジスティクス 2 1 1
JR北海道 2 1 1
安田倉庫 2 1 1
郵船トラベル 2 1 1

業種計 249 33 21 26 32 16 17 16 30 24 20 3 7 4
商　業 三菱商事 28 4 3 2 3 2 1 3 4 4 1 1

ニトリ 25 2 1 7 2 2 1 2 3 2 2 1
住友商事 23 8 3 1 3 2 4 1 1

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
商　業 三井物産 22 7 2 1 5 2 1 2 1 1

丸紅 21 9 2 2 1 1 5 1
伊藤忠商事 19 3 2 2 3 1 1 3 2 1 1
ファーストリテイリンググループ 14 1 3 1 2 2 1 4
双日 12 3 2 1 2 2 1 1
豊田通商 11 2 1 1 4 2 1
光通信 11 2 1 2 1 1 3 1
ローソン 10 2 1 1 1 2 1 2
ジョンソン・エンド・ジョンソン 8 2 1 1 1 2 1
日本出版販売 8 1 5 2
三越伊勢丹 8 2 1 2 2 1
セブン－イレブン・ジャパン 7 2 2 1 2
アルペン 6 1 1 2 1 1
キヤノンマーケティングジャパン 6 1 2 1 1 1
JFE商事 6 2 1 1 1 1
高島屋 6 1 1 1 1 2
日本イーライリリー 6 1 2 1 1 1
イオンリテール 5 1 1 1 2
バンダイ 5 1 2 2
リコージャパン 5 1 1 3
LVMHモエヘネシー・ルイヴィトン・ジャパン 4 1 2 1
大塚商会 4 1 1 1 1
兼松 4 1 1 1 1
成城石井 4 3 1
ドーム 4 4
日本マクドナルド 4 1 1 1 1
フィールズ 4 1 2 1
三起商行（ミキハウス） 4 1 2 1
三谷商事 4 1 1 1 1
メタルワン 4 1 1 2
カインズ（本庄市） 3 2 1
カルチュア・コンビニエンス・クラブ 3 1 1 1
紀伊國屋書店 3 1 1 1
サンリオ 3 2 1
大正富山医薬品 3 1 2
TOKAIホールディングス 3 1 1 1
長瀬産業 3 1 1 1
ノジマ 3 1 2
阪和興業 3 2 1
日立ハイテクノロジーズ 3 1 1 1
フィリップモリスジャパン 3 1 1 1
フレンズヒル 3 1 2
三菱商事マシナリ 3 2 1
YKKAP 3 1 2
アールビバン 2 1 1
アサヒフードアンドヘルスケア 2 1 1
アシックス 2 1 1
伊藤忠ケミカルフロンティア 2 1 1
イトーヨーカ堂 2 1 1
岩谷産業 2 1 1
内田洋行 2 1 1
小田急百貨店 2 1 1
オリバー 2 1 1
オルビス 2 1 1
花王カスタマーマーケティング 2 1 1
グリーンハウス 2 1 1
興和 2 1 1
生活協同組合コープみらい 2 1 1
コスモス薬品 2 1 1
サカタのタネ 2 1 1
神鋼商事 2 1 1
住商スチール 2 1 1
西友 2 1 1
そごう・西武 2 1 1
大丸松坂屋百貨店 2 1 1
ダンロップスポーツ 2 2
チチカカ 2 2
チップワンストップ 2 1 1
東急ハンズ 2 1 1
トゥモローランド 2 2
東陽テクニカ 2 1 1
ナイス 2 1 1
日本紙パルプ商事 2 1 1
日本生活協同組合連合会 2 1 1
三井物産スチール 2 1 1
三菱食品 2 1 1
山善 2 2
ユアサ商事 2 1 1
ヨドバシカメラ 2 1 1
良品計画 2 1 1
ルイ・ヴィトン　ジャパン 2 1 1
ロクシタンジャポン 2 2
ロフト 2 2

業種計 432 59 22 38 44 40 32 34 46 54 37 8 7 11

（人）
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データ編

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
金　融 三菱東京UFJ銀行 122 27 10 5 21 13 9 9 11 9 4 1 3

みずほフィナンシャルグループ 98 30 13 9 18 3 6 2 2 7 4 3 1
三井住友銀行 95 17 13 12 9 13 7 7 7 5 1 2 1 1
東京海上日動火災保険 75 11 8 4 16 3 3 5 6 13 6
大和証券 55 7 6 11 10 2 4 1 3 2 4 3 2
損害保険ジャパン日本興亜 54 8 6 4 10 5 4 3 2 7 3 2
りそなグループ 53 5 11 6 8 11 4 2 1 5
三井住友海上火災保険 51 7 5 1 10 7 3 1 4 8 3 2
三井住友信託銀行 45 13 4 5 9 5 2 2 2 3
SMBC日興証券 36 10 1 5 2 2 3 1 4 3 1 1 2 1
日本生命保険 33 3 4 6 5 1 4 2 2 1 1 1 2 1
野村證券 32 4 3 3 4 5 7 1 1 1 1 1 1
明治安田生命保険 32 3 4 6 6 6 2 1 1 2 1
三菱UFJ信託銀行 28 3 2 1 8 4 3 2 3 1 1
ゆうちょ銀行 28 10 6 1 1 2 3 1 1 2 1
あいおいニッセイ同和損害保険 25 3 1 3 3 3 1 2 2 4 2 1
第一生命保険 22 3 2 8 1 3 1 1 3
静岡銀行 19 1 1 4 2 5 1 2 1 2
商工組合中央金庫 18 5 8 1 1 1 1 1
千葉銀行 16 4 1 2 5 1 1 1 1
日本政策金融公庫 16 3 2 2 4 1 4
かんぽ生命保険 15 1 1 3 3 1 1 2 2 1
農林中央金庫 13 6 1 2 2 1 1
みずほ証券 13 2 1 3 2 1 1 1 1 1
三菱UFJモルガン・スタンレー証券 13 3 2 4 1 1 1 1
大同生命保険 12 1 4 1 2 2 2
群馬銀行 11 1 1 1 1 1 2 4
福岡銀行 11 2 2 4 1 2
横浜銀行 11 2 2 2 2 2 1
あおぞら銀行 10 2 3 3 2
住友生命保険 10 2 1 3 2 1 1
常陽銀行 9 1 3 2 2 1
日本銀行 9 6 1 1 1
丸井グループ 9 2 1 3 1 2
アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社） 8 1 4 1 1 1
新生銀行 8 2 1 1 2 2
三菱UFJニコス 8 1 4 1 2
武蔵野銀行 7 1 3 1 1 1
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険 6 1 1 2 1 1
八千代銀行 6 1 3 1 1
JCB 5 2 2 1
七十七銀行 5 1 1 1 1 1
信金中央金庫 5 2 1 2
太陽生命保険 5 3 1 1
東京海上日動あんしん生命保険　 5 3 1 1
日本トラスティ・サービス信託銀行 5 1 1 2 1
八十二銀行 5 3 2
百十四銀行 5 1 1 1 2
三井住友海上あいおい生命保険 5 1 1 2 1
イオンクレジットサービス 4 2 1 1
SMBCフレンド証券 4 1 1 1 1
NTTファイナンス 4 1 1 1 1
四国銀行 4 2 1 1
十六銀行 4 1 1 1 1
広島銀行 4 3 1
北陸銀行 4 1 1 1 1
三井住友カード 4 1 1 2
MS＆ADシステムズ 3 1 1 1
オリエントコーポレーション 3 2 1
ゴールドマン・サックス証券（東京支店） 3 3
国際協力銀行 3 2 1
住友商事フィナンシャルマネジメント 3 3
JA共済 3 1 1 1
ソニー損害保険 3 1 1 1
第四銀行 3 1 1 1
中央労働金庫 3 1 2
東京スター銀行 3 1 1 1
東京都民銀行 3 2 1
東京東信用金庫 3 1 1 1
百五銀行 3 1 1 1
富国生命保険 3 1 1 1
北洋銀行 3 1 1 1
三井住友ファイナンス＆リース 3 1 1 1
三井生命保険 3 1 1 1
山形銀行 3 1 1 1
山口銀行 3 1 1 1
JAバンク愛知県信連 2 2
朝日火災海上保険 2 1 1
朝日生命保険 2 1 1
イオン銀行 2 1 1
伊予銀行 2 1 1
岩手銀行 2 1 1
共栄火災海上保険 2 1 1

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
金　融 国家公務員共済組合連合会 2 1 1

山陰合同銀行 2 1 1
JPモルガン・アセット・マネジメント 2 2
滋賀銀行 2 1 1
城北信用金庫 2 1 1
セブン銀行 2 1 1
だいこう証券ビジネス 2 1 1
千葉興業銀行 2 2
中国銀行 2 1 1
中小企業基盤整備機構 2 1 1
チューリッヒ・インシュアランス・カンパニー（日本支店） 2 1 1
東邦銀行 2 1 1
東北銀行 2 2
トーア再保険 2 1 1
長野信用金庫 2 2
名古屋銀行 2 1 1
日清食品ホールディングス 2 1 1
日本政策投資銀行 2 1 1
日本マスタートラスト信託銀行 2 1 1
ネットプロテクションズ 2 1 1
BNPパリバ証券 2 1 1
東日本銀行 2 1 1
ブロードマインド 2 1 1
北海道銀行（ほくほくフィナンシャルグループ） 2 1 1
北國銀行 2 1 1
松井証券 2 1 1
マネックス証券 2 2
三菱UFJ投信 2 1 1
琉球銀行 2 1 1

業種計 1348 233 144 138 240 126 98 61 67 114 79 20 20 8
教　育 埼玉県教員 14 8 1 3 2

東京都教員 14 9 1 3 1
ナガセ（東進ハイスクール） 8 2 2 1 2 1
早稲田大学 8 1 3 1 1 1 1
神奈川県教員 6 4 1 1
茨城県教員 5 2 2 1
学究社 5 1 2 1 1
臨海セミナー 5 2 1 2
河合塾マナビス 4 2 1 1
スプリックス 4 1 1 2
千葉県教員 4 3 1
ニチイ学館 4 1 3
横浜市教員 4 4
GABA（ガバ） 3 1 2
群馬県教員 3 2 1
湘南ゼミナール 3 2 1
栃木県教員 3 2 1
富山県教員 3 1 1 1
日能研 3 1 1 1
青山学院 2 2
アトンメント会（聖ヨゼフ学園中学・高等学校） 2 2
栄光 2 2
河合塾 2 1 1
共栄学園（春日部共栄中学高等学校） 2 1 1
公文教育研究会 2 1 1
慶應義塾 2 1 1
佐藤栄学園 2 1 1
さなる 2 1 1
三幸グループ 2 1 1
慈恵大学（東京慈恵会医科大学） 2 2
小学館集英社プロダクション 2 2
成蹊学園 2 1 1
東海大学（東海大学付属高輪台高等学校・高等学校中学部） 2 2
東京大学 2 1 1
東商学園（東洋高等学校） 2 1 1
長野県教員 2 2
二松學舎（二松学舎大学附属沼南高等学校） 2 1 1
日本保育サービス 2 1 1
日本入試センター 2 2
広島県教員 2 1 1
法政大学 2 1 1
八千代松陰学園（八千代松陰高等学校・中学校） 2 2
ユーキャン 2 1 1

業種計 151 6 8 61 1 9 10 12 3 19 19 1 － 2
専門サービス リクルートキャリア 17 1 4 1 4 5 2

アクセンチュア 15 3 1 1 1 1 1 1 1 4 1
野村総合研究所 13 1 2 2 1 1 1 2 2 1
あずさ監査法人 12 1 1 8 1 1
日本総合研究所 11 3 1 1 2 2 1 1
監査法人トーマツ 11 2 1 6 1 1
EYアドバイザリー 10 2 1 5 1 1
キリン 10 1 1 5 1 1 1
新日本有限責任監査法人 10 1 5 1 3

（人）
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就職活動ガイドブック 2016

データ編

業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進
専門サービス アビームコンサルティング 9 4 2 2 1

オリエンタルランド 9 1 2 1 2 2 1
デロイトトーマツコンサルティング 9 4 1 1 2 1
パソナ 9 1 2 1 1 1 1 2
三菱UFJリース 8 1 1 2 1 3
ヤフー 8 1 1 1 1 1 2 1
リクルートスタッフィング 8 1 2 1 1 2 1
セプテーニ・ホールディングス 7 1 3 1 1 1
ベネッセスタイルケア 7 2 5
エン・ジャパン 6 1 1 1 1 1 1
オリックス 6 1 3 1 1
シグマクシス 6 2 1 1 1 1
リクルートライフスタイル 6 2 3 1
セコム 5 2 1 1 1
JA全農 5 1 1 1 1 1
大和総研ホールディングス 5 3 1 1
プライスウォーターハウスクーパース（PwC） 5 3 1 1
リードエグジビションジャパン 5 1 1 1 1 1
あらた監査法人 4 1 2 1
クリーク・アンド・リバー社 4 2 1 1
JA三井リース 4 1 1 2
ダイナム 4 1 2 1
ディップ 4 3 1
日本証券業協会 4 1 1 1 1
ネオキャリア 4 1 1 1 1
ブルームバーグ・エル・ピー 4 1 1 1 1
マクロミル 4 2 1 1
ルミネ 4 2 1 1
レイス 4 2 1 1
DACS 3 2 1
エル・ティー・エス 3 1 1 1
四季（劇団四季） 3 1 1 1
損害保険料率算出機構 3 1 1 1
DIAMアセットマネジメント 3 1 1 1
帝國ホテル 3 1 1 1
東銀リース 3 1 1 1
トーカイ 3 3
日本M＆Aセンター 3 1 1 1
日本赤十字社 3 1 1 1
星野リゾート 3 1 1 1
リンクアンドモチベーション 3 2 1
ICMG 2 1 1
KADOKAWA 2 1 1
ICSコンベンションデザイン 2 1 1
AGREX 2 1 1
アパホテル 2 1 1
アルー 2 1 1
イノベーション 2 1 1
IMAGICA 2 1 1
宇宙航空研究開発機構（JAXA） 2 1 1
エイエスアール 2 1 1
オービックビジネスコンサルタント 2 1 1
オデッセイ 2 2
カーブスジャパン 2 2
カナモト 2 1 1
キャンパスサポート 2 1 1
クロス・マーケティング 2 1 1
経営共創基盤（IGPI） 2 2
KPMGコンサルティング 2 1 1
興銀リース 2 1 1
広芸インテック 2 1 1
幸福の科学 2 1 1
国際航業 2 1 1
JPホールディングス 2 1 1
シンプレクス 2 1 1
全国銀行協会 2 1 1
綜合警備保障（ALSOK） 2 1 1
高見 2 2
円谷プロダクション 2 1 1
ディーバ 2 1 1
TMI総合法律事務所 2 1 1
テンプスタッフ 2 1 1
東京センチュリーリース 2 2
東京ドーム 2 1 1
東京都競馬 2 1 1
日通NECロジスティクス 2 1 1
日本アイ・ビー・エムシステムズ・エンジニアリング 2 1 1
博展 2 1 1
パシフィックコンサルタンツ 2 2
芙蓉総合リース 2 1 1
プリンスホテル 2 1 1
弁護士法人ベリーベスト法律事務所 2 2
星野リゾート・マネジメンﾄ 2 1 1

（人）
業種名 企業・団体名 合計 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進

専門サービス 三菱電機ビルテクノサービス 2 1 1
三菱UFJ代行ビジネス 2 1 1
山田ビジネスコンサルティング 2 1 1
医療法人社団友志会 2 1 1
吉本興業 2 1 1
ラウンドワン 2 1 1
リオ・ホールディングス 2 1 1
リノベる 2 1 1
類グループ 2 1 1

業種計 414 56 28 37 80 38 30 18 22 49 25 11 15 5
非営利 日本年金機構 6 2 4

日本貿易振興機構（JETRO） 5 1 1 1 2
国際協力機構（JICA） 3 1 1 1
日本貿易保険 3 1 1 1
高齢・障害・求職者雇用支援機構 2 1 1

業種計 19 2 3 4 － 1 － 1 4 4 － － － －
公務員 東京都職員Ⅰ類 83 12 34 4 3 6 5 1 6 7 4 1

国家公務員一般職 61 10 18 7 6 7 2 3 7 1
特別区（東京23区）職員 47 6 5 3 5 7 4 1 7 7 1 1
国家公務員総合職 25 11 8 1 1 4
埼玉県職員 23 5 4 2 1 5 3 2 1
横浜市職員 18 2 3 3 1 1 3 3 2
神奈川県職員Ⅰ種 13 4 2 1 4 2
裁判所事務官 11 1 6 1 1 1 1
千葉県職員 9 1 1 2 1 2 2
さいたま市職員 8 1 2 1 3 1
警視庁警察官 7 2 1 1 1 1 1
川越市職員 5 1 1 1 1 1
川崎市職員 4 2 1 1
財務専門官 4 2 2
所沢市職員 4 4
青森県職員 3 1 1 1
市川市職員 3 1 1 1
青梅市職員 3 1 1 1
国税専門官 3 1 1 1
相模原市職員 3 2 1
千葉市職員 3 1 1 1
栃木県職員 3 1 2
長野県職員 3 1 1 1
船橋市職員 3 1 1 1
前橋市職員 3 1 1 1
松戸市職員 3 1 1 1
厚木市職員 2 1 1
伊勢崎市職員 2 1 1
今治市職員 2 1 1
大阪府警察官 2 2
家庭裁判所調査官補 2 1 1
川口市職員 2 2
久留米市職員 2 1 1
群馬県職員 2 2
埼玉県警察職員 2 1 1
自衛隊幹部候補生 2 1 1
滋賀県職員 2 1 1
東京消防庁消防官 2 1 1
新潟県職員 2 2
八王子市職員 2 1 1
東村山市職員 2 2
広島市職員 2 1 1
深谷市職員 2 1 1
福岡県職員 2 1 1
福岡市職員 2 1 1
福島県職員 2 1 1
藤沢市職員 2 1 1
法務省専門職員 2 1 1
本庄市職員 2 1 1
八潮市職員 2 1 1

業種計 403 54 106 34 29 40 33 6 2 39 42 3 13 2
その他 大韓民国の企業・団体に就職 8 2 4 2

中華人民共和国の企業・団体に就職 6 1 4 1
シンガポールの企業・団体に就職 4 4
アメリカ合衆国の企業・団体に就職 3 3

業種計 21 － － － 2 － 1 － 15 － － － 3 －

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。
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データ編

業種名 企業・団体名 合計 政研 経研 法研 文研 商研 教研 人研 社学
研

アジ
ア研

国情
研 日研 情シ

ス研
公共
研

ファイナ
ンス研

法務
研

会計
研

スポ
研

基幹
研

創造
研

先進
研

環エ
ネ研

教職
研

国コ 
ミュ研

エネルギー 東京ガス 8 2 5 1
東京電力 5 1 4
電源開発 4 1 1 2
中部電力 3 1 2
大阪瓦斯 2 2
北陸電力 2 2

業種計 24 － － － － － － － － － － － － － － － － － 3 5 15 1 － －
不動産・建設 大林組 11 10 1

鹿島建設（鹿島） 10 9 1
大成建設 9 1 1 7
清水建設 8 8
竹中工務店 8 8
日揮 8 2 5 1
三菱日立パワーシステムズ 6 4 1 1
千代田化工建設 5 2 3
都市再生機構（UR都市機構） 4 3 1
大和ハウス工業 3 3
東急建設 3 3
川田工業 2 2
首都高速道路 2 2
新日鉄住金エンジニアリング 2 1 1
水ing 2 2
長谷工コーポレーション 2 2
森トラスト 2 2

業種計 87 1 － － － － － － － － － － － － － － － － 10 71 2 3 － －
メーカー 日立製作所 33 1 1 4 2 10 4 8 3

東芝 24 6 7 11
日本IBM 23 2 6 3 1 1 1 6 3
キヤノン 21 1 8 6 6
富士通 19 1 11 3 4
三菱電機 19 1 7 8 3
日産自動車 18 1 1 2 5 2 7
パナソニック 18 1 1 3 7 5 1
トヨタ自動車 17 1 8 5 3
日本電気（NEC） 15 1 1 1 2 1 3 3 1 2
新日鐵住金 12 1 4 2 5
本田技研工業 12 1 1 1 4 5

JX日鉱日石エネルギー 11 1 1 1 8
三菱重工業 11 7 1 3
凸版印刷 9 1 3 4 1
リコー 9 1 1 2 5
ソニー 8 1 3 1 3
ブリヂストン 8 1 1 2 3 1

IHI 7 3 2 2
デンソー 7 2 1 1 2 1
旭硝子 6 1 1 3 1
出光興産 6 3 1 1 1
花王 6 6
サントリーホールディングス 6 1 2 1 2

JFEスチール 6 4 1 1
富士重工業 6 4 2
いすゞ自動車 5 1 1 1 2
国際石油開発帝石 5 1 3 1
住友電気工業 5 1 4
日本たばこ産業（JT） 5 1 2 2
富士ゼロックス 5 1 1 3
富士フイルム 5 1 4
旭化成 4 1 3

NTN 4 1 2 1
コニカミノルタ 4 2 1 1

JFEエンジニアリング 4 1 2 1
昭和シェル石油 4 1 2 1
積水化学工業 4 1 3
テルモ 4 1 3
東レ 4 1 3

■ 2014年度　業種別の主な進路決定先（研究科：2名以上） 	 2015.6.1現在
（人）

業種名 企業・団体名 合計 政研 経研 法研 文研 商研 教研 人研 社学
研

アジ
ア研

国情
研 日研 情シ

ス研
公共
研

ファイナ
ンス研

法務
研

会計
研

スポ
研

基幹
研

創造
研

先進
研

環エ
ネ研

教職
研

国コ 
ミュ研

メーカー マツダ 4 2 1 1

LIXIL 4 1 3
アズビル 3 2 1
クボタ 3 1 2
小松製作所 3 1 1 1

JX日鉱日石金属 3 1 1 1
シスメックス 3 3
資生堂 3 1 1 1
昭和電工 3 3
スズキ 3 2 1
大日本印刷 3 1 1 1
中外製薬 3 1 1 1

TDK 3 1 2
東芝三菱電機産業システム 3 1 2
東洋製罐 3 3
豊田自動織機 3 1 1 1
ニコン 3 1 2
日本光電工業（日本光電） 3 1 2
日本ヒューレット・パッカード 3 1 1 1
パナソニックシステムネットワークス 3 1 1 1
アジレント・テクノロジー 2 2
荏原製作所 2 1 1
オムロン 2 1 1
オリンパスメディカルシステムズ 2 2
川崎重工業 2 1 1
神戸製鋼所 2 1 1
島津製作所 2 2
シャープ 2 1 1
シュルンベルジェ 2 2
信越化学工業 2 1 1
太平洋セメント 2 2
武田薬品工業 2 1 1

DNPメディアクリエイト 2 1 1
帝人 2 1 1
ディスコ 2 1 1
東洋インキSCホールディングス 2 2
日本ゼオン 2 2
日本モレックス 2 1 1
任天堂 2 2
日立建機 2 1 1
日立造船 2 1 1
日野自動車 2 1 1
三井化学 2 2
三井金属 2 1 1
三井造船 2 2
三菱化学 2 2
森永製菓 2 1 1
ヤマハ発動機 2 1 1
横河電機 2 1 1
ローム 2 1 1

業種計 521 3 9 1 2 12 3 1 5 12 12 － 20 － － － 3 1 122 104 184 22 － 5

情報通信 NTTデータ 22 1 2 1 6 5 6 1
KDDI 18 4 6 2 4 2
ソフトバンクモバイル 11 5 2 1 1 1 1
楽天 11 2 3 1 2 2 1

NTT東日本 9 3 3 3

NTTコミュニケーションズ 8 7 1

NTTドコモ 7 1 1 1 2 2
ワークスアプリケーションズ 7 1 1 1 1 1 1 1

NTT 6 1 3 2
日立システムズ 5 2 1 1 1
レジェンド・アプリケーションズ 5 1 1 1 1 1
新日鉄住金ソリューションズ 4 1 2 1
ニッセイ情報テクノロジー 4 1 1 1 1
日立ソリューションズ 4 1 1 1 1

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。
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業種名 企業・団体名 合計 政研 経研 法研 文研 商研 教研 人研 社学
研

アジ
ア研

国情
研 日研 情シ

ス研
公共
研

ファイナ
ンス研

法務
研

会計
研

スポ
研

基幹
研

創造
研

先進
研

環エ
ネ研

教職
研

国コ 
ミュ研

情報通信 SAPジャパン 3 1 1 1

NTTコムウェア 3 2 1
サイバーエージェント 3 2 1

TIS 3 1 1 1
ドワンゴ 3 2 1
みずほ情報総研 3 1 1 1
ロココ 3 3

Cygames 2 2
オリンパスソフトウェアテクノロジー 2 1 1

KVH 2 1 1
時事通信社 2 2
スクウェア・エニックス 2 1 1
ソーバル 2 2
ディー・エヌ・エー（DeNA） 2 1 1

DTS 2 1 1

Donuts 2 1 1
日経リサーチ 2 2
日本アイ・ビー・エム・サービス 2 1 1
日本マイクロソフト 2 1 1
華為技術日本 2 2
富士ソフト 2 1 1
富士通エフサス 2 1 1
フューチャーアーキテクト 2 1 1
ブレインパッド 2 1 1
マイクロソフト ディベロップメント 2 1 1
ヤマトシステム開発 2 2
菱化システム 2 1 1

業種計 182 5 13 － 2 8 － 4 5 6 19 － 9 1 － － 3 － 49 20 30 5 － 3

マスコミ 日本放送協会（NHK） 14 4 1 1 5 3
リクルートホールディングス 6 1 3 2
博報堂 3 3

（社）共同通信社 2 1 1
テレビ朝日 2 2
電通 2 2
日本テレビ放送網（NTV） 2 1 1
ベネッセコーポレーション 2 1 1

業種計 33 5 － － 1 － － － 1 － 2 － － － － － － 1 10 6 7 － － －
旅行・運輸 日本航空 8 1 1 1 4 1

JR東日本 8 1 3 2 2
全日本空輸 6 1 3 2
東京地下鉄 5 5

JR東海 4 1 1 2
東京急行電鉄 3 1 2

NEXCO東日本 3 3
業種計 37 － － － － － － － － － 2 － － － － 1 1 － 9 17 7 － － －

商業 アシックス 3 1 2
イオンリテール 3 1 1 1
ドーム 2 2
ドン・キホーテ 2 1 1
三井物産 2 1 1

業種計 12 1 － － 1 － － － － 1 1 1 － － － － － 4 － 2 － － － 1

金融 SMBC日興証券 6 1 1 1 1 1 1
みずほ証券 5 1 2 2
みずほフィナンシャルグループ 5 3 1 1
三菱東京UFJ銀行 4 2 1 1
日本銀行 3 1 1 1
野村證券 3 1 1 1
三井住友信託銀行 3 2 1
全労済 2 2
東京海上日動火災保険 2 1 1
三井住友銀行 2 1 1
明治安田生命保険 2 1 1

業種計 37 － 1 1 － 3 1 － － － － － － － 2 － 2 1 7 8 9 1 － 1

（人）

業種名 企業・団体名 合計 政研 経研 法研 文研 商研 教研 人研 社学
研

アジ
ア研

国情
研 日研 情シ

ス研
公共
研

ファイナ
ンス研

法務
研

会計
研

スポ
研

基幹
研

創造
研

先進
研

環エ
ネ研

教職
研

国コ 
ミュ研

教育 東京都教員 25 2 5 1 17
早稲田大学 8 1 5 1 1
神奈川県教員 5 2 1 2
埼玉県教員 5 3 1 1
千葉県教員 3 1 2
海城学園（海城中・高等学校） 2 2
開智学園（開智高等学校・中学校・小学校、開智未来中学校・高等学校） 2 1 1
暁星学園（暁星中学・高等学校） 2 1 1
慶應義塾 2 1 1
静岡県教員 2 1 1
大東文化学園（大東文化大学第一高等学校） 2 1 1
拓殖大学（拓殖大学第一高等学校） 2 1 1
茶屋四朗次郎記念学園（東京福祉大学） 2 2

業種計 62 2 － － 4 － 13 1 2 － － 7 － － － － － 2 3 － 2 1 24 1

専門サービス 監査法人トーマツ 15 1 1 13
アクセンチュア 12 1 1 2 1 1 1 4 1
野村総合研究所 12 1 3 5 3
新日本有限責任監査法人 8 8
あずさ監査法人 8 7 1
あらた監査法人 6 6
デロイトトーマツコンサルティング 5 1 1 1 1 1
日建設計 5 5
ヤフー 4 1 2 1
応用地質 3 3
大和総研ホールディングス 3 1 1 1
日本設計 3 3
パソナ 3 1 1 1
三菱地所設計 3 3
リクルートキャリア 3 1 1 1

KADOKAWA 2 1 1
梓設計 2 2
ウェザーニューズ 2 1 1

EYアドバイザリー 2 2
久米設計 2 2
神戸工業試験場 2 2
国際航業 2 1 1
シグマクシス 2 1 1
シンプレクス 2 1 1
タイカ 2 2
プライスウォーターハウスクーパース（PwC） 2 1 1

業種計 115 4 － － － 5 － － － 4 2 － 3 － 3 － 35 2 11 33 13 － － －
非営利 国際交流基金 4 4

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 3 2 1
一般財団法人日本海事協会 3 3

業種計 10 － － － － － － － － － － 4 － － － － － － 3 2 1 － － －
公務員 国家公務員総合職 17 4 1 1 5 3 3

東京都職員Ⅰ類 14 1 1 11 1
特別区（東京23区）職員 6 1 1 4
横浜市職員 5 2 1 1 1
埼玉県職員 4 2 1 1
国家公務員一般職 3 1 1 1

業種計 49 9 － － 2 － 1 2 － － － 1 － － － － － 1 7 19 6 1 － －
その他 中華人民共和国の企業・団体に就職 26 3 4 1 4 1 2 1 5 4 1

台湾の企業・団体に就職 3 2 1
タイの企業・団体に就職 3 1 1 1
カンボジアの企業・団体に就職 2 2
大韓民国の企業・団体に就職 2 1 1
シンガポールの企業・団体に就職 2 1 1
ウズベキスタン共和国の企業・団体に就職 2 1 1

業種計 40 3 6 2 － 8 － － － 4 4 1 6 － － － － － － 4 2 － － －

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。
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2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

出願者数（早大） 959 991 871 755 693

合格者数（早大） 71 105 103 105 140

出願者総数 26,888 27,567 23,881 22,248 21,047

合格者総数 1,314 1,390 1,370 1,753 1,918

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

公立校教諭 139 185 240 280 254

私立校教諭 79 88 76 70 72

私立校非常勤講師 43 45 47 46 23

計 261 318 363 396 349

※教育学部発行「早稲田教職」より引用

（2）教員進路決定実績（国公立学校）
進路決定先

愛知県教員
石川県教員
茨城県教員
香川県教員
神奈川県教員
川崎市教員
岐阜県教員
京都府教員

進路決定先
群馬県教員
埼玉県教員
滋賀県教員
静岡県教員
千葉県教員
東京都教員
栃木県教員
富山県教員

進路決定先
長野県教員
名古屋市教員
兵庫県教員
広島県教員
福岡県教員
宮城県教員
山口県教員
横浜市教員

（3）教員進路決定実績（私立学校） 
進路決定先

麻布学園（麻布中学校・高等学校）

麻布獣医学園（麻布大学附属渕野辺高等学校）

アトンメント会（聖ヨゼフ学園中学・高等学校）

井之頭学園 （藤村女子中学・高等学校）

上田学園（上田西高等学校）

江戸川学園（江戸川女子中学・高等学校）

追手門学院（追手門中学校・高等学校）

大谷学園（横浜隼人高等学校・中学校他）

海城学園（海城中・高等学校）

開成学園（大宮開成中学・高等学校）

開智学園（開智高等学校・中学校・小学校、開智未来中学校・高等学校）

学習院（学習院女子中・高等科）

共栄学園（春日部共栄中学高等学校）

暁星学園（暁星中学・高等学校）

京華学園（京華商業高等学校）

光塩女子学院

駒込学園(駒込中学・高等学校)

佐賀龍谷学園（龍谷高等学校・中学校）

佐藤栄学園

実践女子学園

実践女子学園（実践女子学園中学・高等学校）

芝浦工業大学（芝浦工業大学中学高等学校）

芝学園（芝中学・高等学校）

自由学園

修道学園（修道中学校・高等学校）

晃華学園（晃華学園中学校・高等学校）

城北学園（城北中・高等学校）

城北埼玉学園(城北埼玉高等学校・中学校）

女子学院（女子学院中学校・高等学校）

白百合学園（湘南白百合学園中学高等学校）

進路決定先
駿台学園（駿台学園中学・高等学校）

聖心女子学院（聖心女子学院中学・高等学校他３校）

清泉女学院（清泉小学校）

聖望学園（聖望学園中学・高等学校）

聖マリア学園（聖光学院中学・高等学校）

成立学園（成立高等学校）

世田谷学園（世田谷中学校・高等学校）

洗足学園（洗足学園大学付属中学校・高等学校）

大乗淑徳学園（淑徳中学校・高等学校）

大乗淑徳学園（淑徳与野中学校・高等学校）

大東文化学園（大東文化大学第一高等学校）

拓殖大学（拓殖大学第一高等学校）

智辯学園（中･高等学校/和歌山小･中･高等学校/奈良カレッジ小･中･高等部）

茶屋四朗次郎記念学園（東京福祉大学）

中央学院

中央大学（中央大学横浜山手中学・高等学校）

中部大学（中部大学）

帝京大学（帝京大学中学校・高等学校他）

東亜学園高等学校（東亜学園高等学校）

東海学園（東海中学校・高等学校）

東海大学（東海大学付属高輪台高等学校・高等学校中学部）

東商学園（東洋高等学校）

東星学園(東星学園中学・高等学校）

東洋英和女学院

東洋大学（京北中学・高等学校、京北学園白山高等学校）

獨協学園（獨協中学校・高等学校）

二松學舎（二松学舎大学附属沼南高等学校）

日本女子大学（日本女子大学附属中学校・高等学校）

日本体育会（日本体育大学）

日本大学（付属中学校・高等学校）

進路決定先
廣池学園（麗澤大学）

福山大学

武南学園（武南中学校・高等学校）

武陽学園（西武台高等学校）

武陽学園（西武台中学校・西武台千葉高等学校）

古川学園（上越高等学校）

文教大学学園（文教大学附属中学校・高等学校）

細田学園（細田学園高等学校）

保隣教育財団（保善高等学校）

村田学園(村田女子高等学校・小石川女子中学校）

明治学院（明治学院高等学校）

明治大学（明治大学付属明治高等学校・中学校）

目白学園（目白研心中学校・高等学校）

八雲学園(八雲学園中学校・高等学校）

安田学園（安田学園中学校・高等学校）

八千代松陰学園（八千代松陰高等学校・中学校）

山手学院（山手学院中学・高等学校）

横浜雙葉学園（横浜雙葉中学校・高等学校）

立教学院（立教池袋中学校・高等学校）

早稲田大阪学園（早稲田摂陵中学校高等学校）

早稲田実業学校（高等部・中等部・初等部）

早稲田大学（早稲田大学高等学院・中学部）

早稲田大学

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。

■ 教員合格者数・進路決定実績 ■	国家公務員総合職・国家公務員一般職・司法試験・
　 公認会計士第二次試験合格者数

■	地方公務員進路決定実績

（人）

（50音順）

（50音順）

（1）国家公務員総合職

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

出願者数（早大） 1,309 1,292 1,191 1,090 1,063

合格者数（早大） 185 193 163 233 227

出願者総数 48,040 38,817 39,644 35,840 35,508

合格者総数 4,076 3,314 2,893 6,017 6,183

（2）国家公務員一般職

進路決定先
愛知県職員
青森県職員
明石市職員
秋田市職員
あきる野市職員
上尾市職員
朝霞市職員
旭市職員
芦屋市職員
厚木市職員
綾瀬市職員
出雲市職員
伊勢崎市職員
伊勢原市職員
市川市職員
市原市職員
伊那市職員
茨城県警察官
茨城県職員
今治市職員
いわき市職員
岩出市職員
宇都宮市職員
浦安市職員
越前市職員
青梅市職員

進路決定先
大洗町職員
大分市職員
大阪市職員
大阪府警察官
大鰐町職員
岡山県職員
沖縄県職員
小野市職員
帯広市職員
加須市職員
神奈川県警察官
神奈川県職員Ⅰ種
金沢市職員
鎌倉市職員
刈谷市職員
川口市職員
川越市職員
川崎市職員
京都市職員
清瀬市職員
熊谷市職員
久留米市職員
群馬県職員
警視庁警察官
警視庁職員Ⅰ類・専門職種Ⅰ類
幸田町職員

進路決定先
甲府市職員
神戸市職員
越谷市職員
埼玉県警察職員
埼玉県職員
さいたま市職員
相模原市職員
佐久市職員
佐倉市職員（印旛郡市職員）
佐渡市職員
滋賀県職員
白井市職員（印旛郡市職員）
草加市職員
匝瑳市職員
高崎市職員
多摩市職員
筑紫野市職員
秩父市職員
千葉県職員
千葉市職員
調布市職員
つくば市職員
土浦市職員
東京消防庁消防官
東京消防庁職員
東京都職員Ⅰ類

進路決定先
徳島県警察官
特別区（東京23区）職員
所沢市職員
栃木県職員
富岡市職員
富山県職員
長岡市職員
長野県警察官
長野県職員
長野市職員
流山市職員
名古屋市職員
成田市職員（印旛郡市職員）
新潟県警察官
新潟県職員
西東京市職員
八王子市職員
羽生市職員
浜松市職員
東松山市職員
東村山市職員
東大和市職員
広島市職員
深谷市職員
福井県職員
福岡県職員

進路決定先
福岡市職員
福島県職員
藤沢市職員
ふじみ野市職員
船橋市職員
鉾田市職員
北海道職員
本庄市職員
前橋市職員
町田市職員
松戸市職員
松本市職員
三重県職員
三郷市職員
水戸市職員
宮城県職員
武蔵野市職員
茂原市職員
八潮市職員
山梨県職員
横須賀市職員
横浜市職員
吉川市職員
四街道市職員（印旛郡市職員）
和歌山県職員

（50音順）

（1）教員合格者数

（人）

（人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

旧
試
験

合格者数（早大） 5

受験者総数 13,223

合格者総数 59

新
試
験

合格者数（早大） 130 138 155 184 172

受験者総数 8,163 11,891 11,265 10,315 9,255

合格者総数 2,074 2,063 2,044 2,049 1,810

（3）司法試験 

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

合格者数（早大） 非公表 非公表 非公表 非公表 非公表
※169 ※148 ※137 ※132

受験者総数 25,147 23,151 17,894 13,224 10,870

合格者総数 1,923 1,511 1,347 1,178 1,102

※は、公認会計士稲門会調べ

（4）公認会計士第二次試験

（人）

（人）

●進路決定先とは、最終的に就職することを決めた企業・団体をいう。
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就職活動ガイドブック 2016

データ編

エネルギー 7 人 金融 136 人

不動産・建設 31 人 教育 10 人

メーカー 120 人 教員 2 人

情報通信 73 人 専門サービス 63 人

マスコミ 35 人 非営利 5 人

旅行・運輸 20 人 公務員 49 人

商業 57 人 その他 0 人

合計 608人

エネルギー 8 人 金融 106 人

不動産・建設 25 人 教育 10 人

メーカー 67 人 教員 4 人

情報通信 57 人 専門サービス 62 人

マスコミ 32 人 非営利 3 人

旅行・運輸 22 人 公務員 39 人

商業 59 人 その他 1 人

合計 495 人

エネルギー 2 人 金融 65 人

不動産・建設 11 人 教育 3 人

メーカー 76 人 教員 15 人

情報通信 23 人 専門サービス 45 人

マスコミ 30 人 非営利 4 人

旅行・運輸 20 人 公務員 9 人

商業 48 人 その他 0 人

合計 351 人

不動産・建設 5.1%
エネルギー 1.6%

不動産・建設 3.1%

商業 
9.4%

金融 
21.4%

不動産・建設 5.1%

情報通信 
12.0%

メーカー
19.7%

情報通信 
11.5%

メーカー 
13.5%

情報通信 6.6%

メーカー 
21.7%

マスコミ 5.8%

専門サービス 12.5%

旅行・運輸 3.3%
旅行・運輸 4.4%

マスコミ 6.5%

マスコミ 8.5%

旅行・運輸 5.7%

教育 0.9%

金融 
22.4%

公務員 
8.1%

商業 
11.9%

金融
18.5%

商業
13.7%

教員 0.3%

専門サービス 10.4%

教育 2.0%
教員 0.8%

非営利 0.6%
公務員 7.9%

非営利 0.8%

非営利 1.1%

エネルギー 1.2%

エネルギー 0.6%

教員 4.3%

エネルギー 6 人 金融 76 人

不動産・建設 17 人 教育 6 人

メーカー 90 人 教員 2 人

情報通信 62 人 専門サービス 43 人

マスコミ 30 人 非営利 5 人

旅行・運輸 32 人 公務員 6 人

商業 65 人 その他 18 人

合計 458 人

不動産・建設 3.7%

メーカー 
19.7%

情報通信 
13.5%

マスコミ 6.6%

商業 
14.2%

金融 
16.6%

公務員 1.3% エネルギー 1.3%

その他 3.9%

非営利 1.1%

教育 1.6%

教育 1.3%

専門サービス 9.4%

旅行・運輸 7.0%

専門サービス 12.8%

■ 2014年度　学部別・業種別内定状況

エネルギー 8 人 金融 245 人

不動産・建設 32 人 教育 9 人

メーカー 174 人 教員 0 人

情報通信 86 人 専門サービス 77 人

マスコミ 59 人 非営利 5 人

旅行・運輸 36 人 公務員 63 人

商業 74 人 その他 0 人

合計 868 人

エネルギー 10 人 金融 149 人

不動産・建設 38 人 教育 7 人

メーカー 99 人 教員 1 人

情報通信 48 人 専門サービス 52 人

マスコミ 41 人 非営利 5 人

旅行・運輸 26 人 公務員 125 人

商業 49 人 その他 0 人

合計 650 人

政治経済学部 社会科学部

教育学部 スポーツ科学部

法学部 人間科学部

商学部 国際教養学部

商業 8.5%

メーカー 
20.0%

不動産・建設 3.7%
エネルギー 0.9%

情報通信 9.9%

マスコミ 6.8%

旅行・運輸 4.1%

金融
28.2%

教育1.0%

専門サービス 8.9%

非営利 0.6%
公務員 7.3%

エネルギー 4 人 金融 146 人

不動産・建設 30 人 教育 32 人

メーカー 114 人 教員 60 人

情報通信 94 人 専門サービス 68 人

マスコミ 44 人 非営利 9 人

旅行・運輸 32 人 公務員 40 人

商業 64 人 その他 1 人

合計 738 人

不動産・建設 4.1%

エネルギー 0.5%

マスコミ 6.0%

メーカー 
15.4%

情報通信 
12.7%

商業 
8.7%

金融
19.8%

教員
8.1%

専門サービス 9.2%

教育 4.3%

非営利 1.2%
公務員 5.4%

エネルギー 6 人 金融 255 人

不動産・建設 37 人 教育 4 人

メーカー 178 人 教員 1 人

情報通信 123 人 専門サービス 104 人

マスコミ 41 人 非営利 5 人

旅行・運輸 40 人 公務員 35 人

商業 66 人 その他 2 人

合計 897 人

不動産・建設 4.1%
エネルギー 0.7%

商業 
7.4%

メーカー 
19.8%

情報通信 
13.7%

マスコミ 4.6%
旅行・運輸 4.5%

金融 
28.4%

教育 0.4%

非営利 0.6%
公務員 3.9%

専門サービス 11.6%

旅行・運輸 4.3%

●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

メーカー
 15.2%

情報通信 7.4%

マスコミ 6.3%

旅行・運輸 4.0%
商業 7.5%

不動産・建設 5.8%
エネルギー 1.5%

非営利 0.8% 公務員
19.2%

金融
22.9%

専門サービス 8.0%

教育 1.1%

教員 0.2%

その他 0.1%

教員 0.1%

その他 0.2%

その他 0.2%

公務員 2.6%

教員 0.4%
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就職活動ガイドブック 2016

データ編

エネルギー 0 人 金融 21 人

不動産・建設 2 人 教育 1 人

メーカー 37 人 教員 3 人

情報通信 43 人 専門サービス 16 人

マスコミ 8 人 非営利 0 人

旅行・運輸 3 人 公務員 4 人

商業 14 人 その他 0 人

合計 152 人

不動産・建設 1.3%

メーカー 
24.3%

情報通信 
28.3%

マスコミ 5.3%

金融
13.8%

専門
サービス
10.5%

教育 0.7%

商業 …
9.2%

旅行・運輸 2.0%

教員 2.0%

公務員 2.6%

エネルギー 3 人 金融 20 人

不動産・建設 40 人 教育 0 人

メーカー 36 人 教員 0 人

情報通信 26 人 専門サービス 22 人

マスコミ 7 人 非営利 0 人

旅行・運輸 7 人 公務員 15 人

商業 8 人 その他 3 人

合計 187 人

エネルギー 1.6%

商業 4.3%

不動産・建設 
21.4%

メーカー 
19.3%

情報通信 
13.9%

公務員 
8.0%

金融 
10.7%

マスコミ 3.7%

専門サービス 
11.8%

その他 1.6%

旅行・運輸 3.7%

エネルギー 3 人 金融 85 人

不動産・建設 24 人 教育 21 人

メーカー 71 人 教員 16 人

情報通信 75 人 専門サービス 61 人

マスコミ 56 人 非営利 2 人

旅行・運輸 28 人 公務員 53 人

商業 57 人 その他 0 人

合計 552 人

エネルギー 4 人 金融 128 人

不動産・建設 27 人 教育 25 人

メーカー 135 人 教員 8 人

情報通信 109 人 専門サービス 82 人

マスコミ 83 人 非営利 11 人

旅行・運輸 31 人 公務員 51 人

商業 91 人 その他 0 人

合計 785 人

不動産・建設 4.3%不動産・建設 3.4%
エネルギー 0.5%エネルギー 0.5%

商業 
10.3%

商業 
11.6%

メーカー 
12.9%

情報通信 
13.6%

マスコミ 
10.1%マスコミ 

10.6%

旅行・運輸 5.1%旅行・運輸 
3.9%

金融
15.4%

専門サービス …
11.1% 公務員

9.6%

金融 
16.3%

専門…
サービス …
10.4%

メーカー 
17.2%

情報通信 
13.9%

非営利 0.4%
公務員 6.5%

教員 1.0%
教育 3.2%

非営利 1.4%

教育 3.8%
教員 2.9% メーカー

24.2%

商業
17.2%

金融
10.1%

情報通信
19.2%

専門サービス 6.1%

教育 2.0%

マスコミ 8.1%

旅行・運輸 5.1%

公務員 3.0%

不動産・建設 3.0%

文化構想学部 先進理工学部

基幹理工学部

文学部

創造理工学部

エネルギー 0 人 金融 10 人

不動産・建設 3 人 教育 2 人

メーカー 24 人 教員 2 人

情報通信 19 人 専門サービス 6 人

マスコミ 8 人 非営利 0 人

旅行・運輸 5 人 公務員 3 人

商業 17 人 その他 0 人

合計 99 人

教員 2.0%

●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。



JOB GUIDE BOOK 2016114 JOB GUIDE BOOK 2016 115

就
職
活
動
の
流
れ
と

キ
ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
の
サ
ポ
ー
ト

就
職
活
動
に
係
る

各
団
体
の
指
針・法
規
関
係

デ
ー
タ
編

（
2
0
1
4
年
度
）

準
備
期

実
践
期

内
定
獲
得
に

向
け
て

状
況
別

就
職
活
動

キ
ャ
リ
ア

セ
ン
タ
ー

就職活動ガイドブック 2016

データ編

●（　　　）内は女子で内数を示す。
●「外国籍企業」とは、現地企業に直接進路決定した者を示す。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

業種名 政経 法 教育 商 社学 人科 スポ科 国教 文構 文 基幹 創造 先進 一文・二文・理工 学部合計
鉱業 1 1 1 2 1 (1) 6 (1) 
建設業 12 (1) 12 (2) 11 (6) 14 (4) 16 (5) 8 (6) 5 (2) 5 (3) 11 (4) 5 (2) 1 (1) 30 (5) 1 131 (41) 
食品製造業 12 (6) 10 (2) 12 (5) 13 (4) 13 (5) 9 (5) 12 (3) 3 (2) 16 (9) 10 (6) 2 (1) 2 (1) 114 (49) 
繊維工業 1 1 1 1 (1) 1 1 (1) 2 (2) 1 (1) 9 (5) 
繊維製品製造業 1 2 (2) 1 2 (1) 1 (1) 1 8 (4) 
木材・木製品製造業 1 1 1 2 (1) 2 (1) 1 3 (1) 11 (3) 
パルプ・紙製造業 3 (1) 3 (1) 2 (1) 2 2 3 (2) 2 (2) 1 1 19 (7) 
新聞業 12 (2) 7 (1) 9 (2) 2 7 (2) 2 (1) 5 (2) 3 (2) 13 (4) 9 (5) 1 70 (21) 
出版業 6 (2) 14 (5) 13 (10) 6 (3) 7 (3) 1 7 (4) 4 (3) 20 (12) 17 (8) 1 1 1 98 (50) 
印刷業 5 (2) 3 3 (1) 13 (3) 5 (2) 3 (2) 2 1 (1) 19 (10) 5 (3) 1 2 (1) 62 (25) 
化学工業 22 (10) 8 (1) 20 (6) 21 (2) 16 (5) 17 (7) 13 (6) 9 (6) 18 (14) 11 (7) 1 1 3 160 (64) 
石炭・石油製品製造業 5 (2) 4 (1) 1 6 (2) 1 2 (1) 2 1 22 (6) 
ゴム製品製造業 8 2 (1) 1 4 2 1 (1) 3 (2) 1 1 23 (4) 
窯業・土石製品製造業 1 2 2 3 1 (1) 2 (1) 1 12 (2) 
鉄鋼業 9 (1) 6 (1) 4 (2) 5 (4) 4 (1) 3 (1) 2 (1) 1 1 (1) 3 38 (12) 
非鉄金属製造業 9 (1) 4 (1) 4 (3) 5 3 2 1 3 (3) 3 (1) 34 (9) 
金属製品製造業 1 2 (1) 1 1 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 9 (4) 
一般機械器具製造業 12 (1) 4 (3) 4 (2) 14 (3) 14 5 (2) 8 (2) 7 (5) 7 (3) 4 (4) 1 1 3 (1) 84 (26) 
電気機械器具製造業 53 (9) 25 (7) 25 (11) 46 (15) 33 (7) 14 (8) 13 (2) 31 (11) 29 (12) 12 (5) 18 (6) 16 (5) 11 (1) 326 (99) 
輸送用機械器具製造業 20 (5) 16 (1) 16 (2) 27 (4) 12 (2) 6 (4) 8 (3) 14 (7) 13 (7) 8 (3) 12 (6) 5 (1) 157 (45) 
精密機械器具製造業 12 (2) 7 (3) 8 (4) 8 (1) 5 (1) 1 2 7 (4) 6 (2) 5 (4) 1 (1) 4 (1) 2 68 (23) 
その他の製造業 5 7 (3) 8 (2) 8 (1) 5 (1) 4 (2) 6 (1) 6 (5) 13 (5) 2 (1) 1 (1) 1 (1) 66 (23) 
総合商社 39 (12) 15 (6) 8 (2) 20 (6) 11 (3) 6 (2) 8 24 (11) 14 (8) 7 (5) 3 (1) 4 (1) 3 (1) 162 (58) 
中堅商社 2 (1) 2 1 2 1 3 (1) 1 (1) 1 1 1 15 (3) 
専門商社 4 (1) 7 (2) 10 (4) 5 (2) 7 (2) 9 (4) 4 (1) 1 11 (6) 7 (5) 1 1 1 68 (27) 
卸売業 14 (8) 13 (6) 17 (8) 22 (5) 15 (2) 22 (9) 11 (3) 9 (8) 31 (18) 15 (8) 5 (1) 2 (1) 4 180 (77) 
百貨店・スーパー 7 (4) 3 (2) 9 (7) 7 (3) 10 (1) 7 (4) 3 (1) 3 (2) 6 (3) 10 (9) 3 68 (36) 
衣服・身の回り品小売業 1 3 (2) 4 (3) 2 (1) 5 (1) 2 (1) 5 (5) 11 (11) 9 (6) 6 (4) 1 (1) 49 (35) 
食料品小売業 1 1 (1) 1 (1) 1 2 (1) 5 (3) 2 4 (3) 2 (1) 1 (1) 20 (11) 
飲食店 2 1 3 (1) 2 (1) 1 (1) 1 (1) 3 (1) 1 (1) 2 (1) 1 1 18 (7) 
自動車・自転車小売業 2 1 1 (1) 1 5 (1) 
家具・什器小売業 2 (1) 1 7 (2) 2 2 (1) 2 (2) 2 (1) 4 (2) 3 (3) 3 1 (1) 29 (13) 
その他の小売業 4 (1) 5 (3) 3 (1) 4 (1) 2 (1) 6 (2) 5 (4) 6 (4) 9 (6) 5 (2) 3 1 2 55 (25) 
政府系金融機関 25 (7) 11 3 (2) 8 (3) 2 5 (1) 3 (1) 2 (2) 2 (2) 1 1 1 (1) 64 (19) 
普通銀行 112 (42) 70 (25) 54 (28) 100 (29) 59 (19) 45 (23) 39 (12) 27 (12) 43 (34) 34 (28) 8 (2) 7 (2) 1 (1) 599 (257) 
信託銀行 4 2 3 (2) 11 (5) 4 (1) 3 (2) 2 (1) 4 (2) 2 (1) 1 36 (14) 
外資系銀行 1 1 (1) 2 (1) 
信用金庫・信用組合 2 2 1 5 (2) 4 (1) 5 (3) 4 (3) 4 (4) 3 (2) 2 (1) 32 (16) 
その他の金融業 18 (8) 13 (3) 10 (6) 28 (9) 14 (6) 6 (2) 1 2 (1) 13 (5) 9 (6) 2 116 (46) 
証券業 33 (12) 14 (3) 24 (7) 26 (6) 13 (2) 16 (6) 5 (1) 20 (11) 10 (3) 9 (5) 6 (2) 4 5 (2) 185 (60) 
生命保険業 18 (2) 15 (8) 34 (17) 32 (14) 20 (6) 11 (8) 5 (2) 5 (3) 14 (10) 10 (9) 1 (1) 5 (3) 1 171 (83) 
損害保険業 32 (15) 21 (14) 16 (11) 43 (25) 19 (10) 12 (9) 11 (9) 16 (10) 37 (29) 16 (13) 5 228 (145) 
共済事業 1 (1) 1 2 1 3 (2) 1 9 (3) 
不動産業 20 (7) 26 (8) 19 (6) 23 (3) 15 (3) 17 (10) 6 (1) 12 (7) 16 (8) 19 (12) 1 10 (1) 2 186 (66) 
物品賃貸業 3 (1) 1 6 (1) 6 (1) 3 (3) 1 1 4 (1) 1 26 (7) 
旅行業 3 (3) 4 (2) 9 (5) 5 (2) 4 (1) 6 (3) 9 (1) 10 (8) 8 (6) 4 (3) 62 (34) 
運輸業 33 (9) 22 (9) 23 (9) 35 (7) 16 (6) 16 (7) 11 (5) 22 (18) 23 (13) 24 (15) 3 (1) 7 (1) 5 (1) 240 (101) 
通信業 34 (13) 20 (7) 23 (10) 34 (8) 14 (5) 7 (3) 4 (1) 15 (11) 35 (22) 12 (5) 9 (3) 7 (3) 2 (1) 216 (92) 
電気・ガス・水道業 8 (1) 9 (4) 3 5 (1) 7 (1) 8 (2) 2 4 (2) 4 (1) 3 (1) 2 (2) 55 (15) 
教育（国公立学校） 1 (1) 38 (17) 3 (2) 3 2 (1) 13 (7) 2 (1) 2 (1) 11 (7) 2 2 79 (37) 
教育（私立学校） 2 (1) 3 (1) 32 (10) 1 4 (1) 7 (3) 3 (1) 1 (1) 16 (10) 11 (6) 1 1 82 (34) 
教育（その他） 7 (1) 4 (2) 22 (7) 1 (1) 5 (1) 5 (3) 2 (1) 5 (5) 15 (10) 15 (13) 1 1 83 (44) 
放送業 22 (6) 8 (1) 9 (3) 11 (1) 4 (1) 11 (6) 7 (3) 5 (3) 24 (16) 11 (6) 2 (1) 2 (2) 116 (49) 
広告業 14 (3) 6 (3) 8 (2) 19 (1) 9 (2) 14 (3) 9 13 (7) 13 (6) 9 (4) 4 (2) 4 4 126 (33) 
制作業 5 (2) 6 (1) 5 (3) 3 (1) 8 (2) 4 (1) 2 5 (3) 13 (8) 10 (3) 2 (2) 1 64 (26) 
通信社 1 1 (1) 3 (1) 5 (2) 
情報サービス業 52 (17) 28 (5) 70 (31) 89 (22) 59 (13) 50 (13) 19 (6) 46 (27) 71 (41) 63 (33) 34 (9) 19 (3) 17 (5) 617 (225) 
専門サービス業 38 (13) 14 (5) 9 (1) 44 (10) 19 (7) 14 (6) 5 (2) 16 (10) 18 (12) 16 (8) 4 (1) 14 (5) 2 (1) 213 (81) 
観光・興行・娯楽業 4 (2) 3 (1) 7 (3) 8 (2) 9 (7) 3 (3) 9 (1) 5 (4) 18 (13) 8 (2) 2 (1) 1 77 (39) 
医療・保健業 2 1 2 2 9 (6) 1 (1) 3 (2) 20 (9) 
宗教 1 (1) 1 (1) 2 (2) 
非営利団体 5 (1) 5 (3) 9 (6) 5 5 (2) 3 (1) 4 (1) 5 (3) 11 (4) 2 (1) 54 (22) 
その他のサービス業 32 (9) 23 (7) 43 (20) 43 (17) 29 (11) 33 (21) 29 (10) 20 (11) 42 (24) 33 (23) 10 (3) 8 (2) 3 (2) 348 (160) 
学術・開発研究に関するサービス業 1 (1) 1 1 1 1 (1) 5 (2) 
法務に関するサービス業 6 (5) 1 (1) 7 (6) 
国家公務員 23 (10) 36 (17) 7 (2) 12 (3) 10 (3) 4 (3) 1 2 6 (2) 11 (5) 6 (2) 118 (47) 
地方公務員 40 (17) 89 (37) 33 (18) 23 (6) 39 (8) 35 (20) 8 (6) 4 (3) 45 (23) 42 (31) 4 9 (4) 3 374 (173) 
外国公務員 1 (1) 1 (1) 
社会保険・社会福祉・介護事業 1 2 (2) 1 4 (2) 
外国籍企業 1 2 (2) 1 (1) 17 (9) 3 (1) 24 (13) 

合　　計 868 (273) 650 (229) 738 (316) 897 (249) 608 (170) 495 (241) 351 (122) 458 (273) 785 (459) 552 (332) 152 (44) 187 (48) 99 (25) 2 (1) 6,842 (2,782) 

業種名 政研 経研 法研 文研 商研 教研 人研 社学研 アジア研 国情研 日研 情シス研 公共研 ファイナンス研 法務研 会計研 スポ研 基幹研 創造研 先進研 環エネ研 教職研 国コミュ研 修士合計
鉱業 4 4 

建設業 1 (1) 10 82 (24) 3 2 98 (25) 

食品製造業 2 (2) 1 1 (1) 2 (1) 1 (1) 2 (1) 4 12 (4) 25 (10) 

繊維工業 1 (1) 1 2 4 (1) 

パルプ・紙製造業 1 (1) 1 1 (1) 3 (2) 

新聞業 8 (4) 1 1 10 (4) 

出版業 2 3 (2) 1 1 (1) 1 (1) 1 2 2 2 (2) 15 (6) 

印刷業 1 (1) 1 (1) 1 5 (2) 1 6 (3) 1 16 (7) 

化学工業 2 (2) 1 (1) 1 (1) 2 (2) 1 (1) 2 (1) 1 (1) 4 3 61 (18) 1 (1) 79 (28) 

石炭・石油製品製造業 1 (1) 3 (2) 3 8 (2) 12 (1) 1 28 (6) 

ゴム製品製造業 1 1 2 (1) 4 (1) 1 9 (2) 

窯業・土石製品製造業 1 (1) 1 5 1 (1) 8 (2) 

鉄鋼業 2 1 (1) 8 (1) 4 8 (2) 1 24 (4) 

非鉄金属製造業 3 (1) 5 (2) 7 15 (3) 

金属製品製造業 1 1 2 3 (1) 7 (1) 

一般機械器具製造業 1 (1) 2 (1) 1 2 (2) 1 (1) 6 (2) 1 6 10 (1) 8 (2) 38 (10) 

電気機械器具製造業 2 (1) 8 (5) 1 (1) 1 (1) 6 (4) 1 (1) 1 2 (2) 4 (3) 11 11 (4) 53 (4) 42 (4) 67 (13) 3 4 (4) 217 (47) 

輸送用機械器具製造業 2 (1) 1 (1) 1 1 1 4 6 1 1 35 (2) 24 (1) 24 (3) 17 (1) 118 (9) 

精密機械器具製造業 1 (1) 1 (1) 2 (1) 1 (1) 2 10 (1) 12 28 (7) 57 (12) 

その他の製造業 1 (1) 1 1 (1) 1 1 2 3 3 (1) 8 (2) 21 (5) 

総合商社 2 (1) 1 (1) 4 7 (2) 

専門商社 1 (1) 1 (1) 1 1 4 (2) 

卸売業 1 4 (1) 1 (1) 2 5 (2) 2 5 (2) 20 (6) 

百貨店・スーパー 2 (1) 1 (1) 2 (1) 1 (1) 1 (1) 2 1 (1) 10 (6) 

衣服・身の回り品小売業 1 2 (2) 1 (1) 1 (1) 5 (4) 

食料品小売業 1 1 2 

自動車・自転車小売業 1 1 2 

その他の小売業 3 (2) 1 1 2 (1) 1 (1) 8 (4) 

政府系金融機関 1 (1) 1 1 1 4 (1) 

普通銀行 2 (1) 1 (1) 1 (1) 2 (2) 1 1 4 2 2 16 (5) 

信託銀行 1 1 

その他の金融業 3 (2) 1 1 1 2 1 (1) 9 (3) 

証券業 2 (1) 1 3 1 1 2 4 4 1 19 (1) 

生命保険業 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 1 1 (1) 2 (1) 8 (5) 

損害保険業 1 (1) 1 (1) 1 1 1 5 (2) 

共済事業 2 2 

不動産業 2 (2) 1 (1) 1 1 1 10 (2) 1 1 (1) 18 (6) 

物品賃貸業 1 1 

運輸業 1 1 1 2 1 (1) 1 1 10 (1) 18 (2) 7 (2) 1 44 (6) 

通信業 6 (4) 2 (1) 2 (1) 9 (2) 2 29 (6) 12 (1) 20 (1) 3 2 (2) 87 (18) 

電気・ガス・水道業 4 12 (3) 16 (4) 1 33 (7) 

教育（国公立学校） 4 (2) 9 (4) 2 (1) 1 2 2 (1) 26 (11) 46 (19) 

教育（私立学校） 4 (1) 8 (3) 24 (7) 3 (2) 9 (9) 1 6 (3) 4 (1) 1 1 6 (1) 3 (1) 70 (28) 

教育（その他） 1 (1) 1 (1) 4 (2) 2 (1) 3 (2) 1 1 1 (1) 14 (8) 

放送業 5 (2) 1 2 (1) 1 8 1 6 (2) 2 26 (5) 

広告業 1 1 2 (2) 4 9 (1) 5 22 (3) 

制作業 1 1 1 (1) 2 5 (1) 

通信社 2 2 

情報サービス業 7 (2) 11 (6) 8 (2) 9 (7) 1 (1) 5 (2) 4 (2) 9 (6) 23 (7) 12 (1) 1 4 (1) 2 42 (3) 15 (2) 31 (3) 4 (1) 1 (1) 189 (47) 

専門サービス業 3 (1) 3 2 (1) 2 6 (2) 3 (1) 7 (5) 4 (1) 3 (2) 2 37 (9) 7 49 (10) 10 (2) 1 (1) 139 (35) 

観光・興行・娯楽業 1 4 (3) 5 (3) 

医療・保健業 1 (1) 3 (3) 1 (1) 5 (5) 

非営利団体 1 2 1 3 (2) 1 4 (2) 4 2 2 (1) 20 (5) 

その他のサービス業 8 (4) 1 (1) 2 (1) 4 (1) 2 (1) 3 (2) 2 (2) 2 (1) 2 (1) 2 1 6 (1) 11 (2) 4 12 (5) 1 1 (1) 64 (23) 

学術・開発研究に関するサービス業 2 (2) 1 1 (1) 2 (1) 6 (4) 

法務に関するサービス業 1 1 

国家公務員 6 (3) 1 1 (1) 3 (2) 1 (1) 5 (2) 5 (1) 3 25 (10) 

地方公務員 7 (4) 3 1 1 3 (2) 1 2 (1) 16 (5) 7 (2) 2 (1) 43 (15) 

外国籍企業 3 (2) 6 (2) 2 (2) 10 (5) 4 (3) 5 2 (2) 6 (1) 6 (2) 2 46 (19) 

合　　計 69 (33) 53 (30) 8 (6) 48 (20) 62 (33) 49 (20) 26 (16) 26 (13) 47 (32) 72 (18) 22 (18) 51 (12) 1 13 (1) 1 (1) 53 (11) 37 (11) 301 (29) 395 (67) 404 (91) 42 (4) 32 (12) 17 (14) 1,829 (492) 

●（　　　）内は女子で内数を示す。
●「外国籍企業」とは、現地企業に直接進路決定した者を示す。
●自営、元職復帰（現職継続）等は除外している。

■ 2014年度　業種別の進路決定状況（学部詳細）	 2015.6.1現在 ■ 2014年度　業種別の進路決定状況（研究科詳細）	 2015.6.1現在
（人） （人）
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就職活動ガイドブック 2016

データ編

外国人学生
2014年9月・2015年3月卒業・修了者のうち、日本以外の国籍を持ち、且つ

「永住者」「特別永住者」「定住者」「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」以外の
在留資格を有している者
卒業・修了者数　1,080人
進路報告者数（報告率）　995人（92.1%）

外国人留学生の日本での就職率は、36%となっている（過去3年間で、32%→36%へ上昇）。過去3年間では情報
通信、メーカー、金融等への就職が多く見られる。「活動中」の学生に関しては、在学中は学業に専念し卒業後に在留資
格を「留学」から「特定活動」へ変更の上、就職活動を続けている。活動後、日本にて就職する学生も多い。
海外での就職は中国、韓国、台湾、東南アジア諸国（タイ、インドネシア、シンガポール等）、ウズベキスタン、メキシコ、
欧州諸国（英国、ドイツ等）、アンゴラ等多岐に渡る。

●求人には公務員、公立学校教員、私立学校教員を含む。
●海外に本社のある企業への進路決定、自営、元職復帰（現職継続）等は、除外している。
●本社所在地でカウントしている。

2014年度 2013年度 2012年度
求人企業・ 

団体数
求人企業・団体 

総数に対する割合
進路 

決定者数
進路決定者総数 
に対する割合

求人企業・ 
団体数

求人企業・団体 
総数に対する割合

進路 
決定者数

進路決定者総数 
に対する割合

求人企業・ 
団体数

求人企業・団体 
総数に対する割合

進路 
決定者数

進路決定者総数 
に対する割合

北海道 北海道 79 1.64% 50 0.58% 69 1.48% 47 0.58% 61 1.25% 52 0.66%

東北 青森県 25 0.52% 5 0.06% 22 0.47% 6 0.07% 20 0.41% 7 0.09%

岩手県 26 0.54% 7 0.08% 21 0.45% 3 0.04% 19 0.39% 7 0.09%

宮城県 32 0.66% 16 0.19% 36 0.77% 21 0.26% 36 0.74% 18 0.23%

秋田県 15 0.31% 4 0.05% 12 0.26% 1 0.01% 9 0.18% 2 0.03%

山形県 21 0.43% 5 0.06% 20 0.43% 6 0.07% 23 0.47% 8 0.10%

福島県 36 0.75% 11 0.13% 37 0.79% 14 0.17% 28 0.57% 9 0.11%

小　計 155 3.21% 48 0.56% 148 3.17% 51 0.63% 135 2.76% 51 0.65%

関東 茨城県 71 1.47% 26 0.30% 73 1.56% 35 0.43% 65 1.33% 33 0.42%

栃木県 33 0.68% 21 0.24% 31 0.66% 23 0.28% 35 0.71% 19 0.24%

群馬県 51 1.06% 32 0.37% 48 1.03% 25 0.31% 51 1.04% 28 0.36%

埼玉県 174 3.60% 159 1.85% 166 3.55% 166 2.05% 178 3.64% 156 1.98%

千葉県 126 2.61% 141 1.64% 122 2.61% 167 2.06% 125 2.55% 143 1.82%

東京都 2,463 51.01% 6,554 76.22% 2,361 50.56% 6,121 75.56% 2,480 50.65% 5,772 73.44%

神奈川県 311 6.44% 330 3.84% 318 6.81% 333 4.11% 327 6.68% 407 5.18%

小　計 3,229 66.88% 7,263 84.46% 3,119 66.79% 6,870 84.80% 3,261 66.61% 6,558 83.45%

中部 新潟県 59 1.22% 14 0.16% 58 1.24% 17 0.21% 74 1.51% 23 0.29%

富山県 24 0.50% 18 0.21% 27 0.58% 13 0.16% 30 0.61% 17 0.22%

石川県 19 0.39% 12 0.14% 21 0.45% 13 0.16% 22 0.45% 12 0.15%

福井県 19 0.39% 8 0.09% 13 0.28% 9 0.11% 15 0.31% 7 0.09%

山梨県 17 0.35% 12 0.14% 18 0.39% 11 0.14% 24 0.49% 9 0.11%

長野県 45 0.93% 47 0.55% 46 0.99% 37 0.46% 62 1.27% 40 0.51%

岐阜県 33 0.68% 18 0.21% 32 0.69% 15 0.19% 38 0.78% 18 0.23%

静岡県 92 1.91% 70 0.81% 89 1.91% 72 0.89% 90 1.84% 90 1.15%

愛知県 207 4.29% 198 2.30% 201 4.30% 194 2.39% 200 4.08% 202 2.57%

小　計 515 10.67% 397 4.62% 505 10.81% 381 4.70% 555 11.34% 418 5.32%

近畿 三重県 31 0.64% 8 0.09% 32 0.69% 8 0.10% 27 0.55% 9 0.11%

滋賀県 12 0.25% 5 0.06% 16 0.34% 1 0.01% 17 0.35% 7 0.09%

京都府 69 1.43% 53 0.62% 73 1.56% 53 0.65% 60 1.23% 54 0.69%

大阪府 289 5.99% 503 5.85% 295 6.32% 428 5.28% 299 6.11% 449 5.71%

兵庫県 67 1.39% 66 0.77% 69 1.48% 46 0.57% 87 1.78% 49 0.62%

奈良県 9 0.19% 2 0.02% 8 0.17% 3 0.04% 7 0.14% 3 0.04%

和歌山県 9 0.19% 4 0.05% 5 0.11% 6 0.07% 7 0.14% 3 0.04%

小　計 486 10.07% 641 7.45% 498 10.66% 545 6.73% 504 10.29% 574 7.30%

中国 鳥取県 5 0.10% 2 0.02% 4 0.09% 2 0.02% 5 0.10% 3 0.04%

島根県 5 0.10% 6 0.07% 6 0.13% 3 0.04% 6 0.12% 2 0.03%

岡山県 48 0.99% 23 0.27% 38 0.81% 22 0.27% 46 0.94% 25 0.32%

広島県 67 1.39% 37 0.43% 64 1.37% 26 0.32% 68 1.39% 28 0.36%

山口県 17 0.35% 19 0.22% 13 0.28% 15 0.19% 22 0.45% 22 0.28%

小　計 142 2.94% 87 1.01% 125 2.68% 68 0.84% 147 3.00% 80 1.02%

四国 徳島県 11 0.23% 2 0.02% 12 0.26% 8 0.10% 15 0.31% 5 0.06%

香川県 39 0.81% 14 0.16% 36 0.77% 10 0.12% 46 0.94% 18 0.23%

愛媛県 24 0.50% 15 0.17% 23 0.49% 15 0.19% 22 0.45% 13 0.17%

高知県 15 0.31% 6 0.07% 13 0.28% 4 0.05% 18 0.37% 4 0.05%

小　計 89 1.84% 37 0.43% 84 1.80% 37 0.46% 101 2.06% 40 0.51%

九州 福岡県 66 1.37% 50 0.58% 58 1.24% 58 0.72% 62 1.27% 48 0.61%

佐賀県 9 0.19% 2 0.02% 9 0.19% 4 0.05% 13 0.27% 5 0.06%

長崎県 9 0.19% 5 0.06% 10 0.21% 8 0.10% 10 0.20% 5 0.06%

熊本県 12 0.25% 4 0.05% 15 0.32% 2 0.02% 15 0.31% 7 0.09%

大分県 12 0.25% 2 0.02% 14 0.30% 9 0.11% 14 0.29% 7 0.09%

宮崎県 7 0.14% 2 0.02% 5 0.11% 5 0.06% 5 0.10% 3 0.04%

鹿児島県 10 0.21% 2 0.02% 7 0.15% 7 0.09% 8 0.16% 3 0.04%

小　計 125 2.59% 67 0.78% 118 2.53% 93 1.15% 127 2.59% 78 0.99%

沖縄 沖縄県 8 0.17% 9 0.10% 4 0.09% 9 0.11% 5 0.10% 8 0.10%

合　計 4,828 100.00% 8,599 100.00% 4,670 100.00% 8,101 100.00% 4,896 100.00% 7,859 100.00%

（人）

報告 
者数

日本で
就職

海外で
就職 進学 資格試

験受験
アル
バイト 帰国 その他 未定 活動中

学　部 318 95 25 93 12 2 7 7 28 49

大学院 677 264 84 77 19 3 31 10 51 138

合　計 995 359 109 170 31 5 38 17 79 187

（人）

報告
者数

日本で
就職

海外で
就職 進学 資格試

験受験
アル
バイト 帰国 その他 未定 活動中

学　部 304 93 23 87 10 2 7 7 28 47

大学院 664 257 83 75 19 3 31 8 51 137

合　計 968 350 106 162 29 5 38 15 79 184

外国人留学生
2014年9月・2015年3月卒業・修了者のうち、在留資格が「留学」の者
卒業・修了者数　1,044人
進路報告者数（報告率）　968人（92.7%）

日本で就職
36.1％

日本で就職
36.2％

海外で就職
11.0％�

海外で就職
11.0％�

活動中
18.8％

活動中
19.0％

進学
17.1％

進学
16.7％

資格試験受験
3.1％

資格試験受験
3.0％

帰国
3.8％

帰国
3.9％

No. 内定先名称 業種名 総計
2014 2013 2012

合計 文系 理系 合計 文系 理系 合計 文系 理系
1 楽天 情報通信 29 17 13 4 6 4 2 6 4 2
2 日本IBM メーカー 26 18 17 1 5 5 3 1 2
3 日本電気（ＮＥＣ） メーカー 25 10 5 5 10 8 2 5 2 3
4 ソフトバンクグループ通信３社 情報通信 18 11 9 2 5 3 2 2 2
5 日立製作所 メーカー 14 6 3 3 3 2 1 5 3 2
6 ＮＴＴデータ 情報通信 10 4 2 2 2 1 1 4 2 2
7 三菱東京ＵＦＪ銀行 金融 10 1 1 3 3 6 6
8 デロイトトーマツコンサルティング 専門サービス 8 4 3 1 1 1 3 3
9 ＫＤＤＩ 情報通信 8 2 2 2 1 1 4 3 1
10 日立ソリューションズ 情報通信 8 3 1 2 3 1 2 2 2
11 ルネサスエレクトロニクス メーカー 7 2 1 1 4 4 1 1
12 キヤノン メーカー 6 1 1 2 2 3 3
13 ＮＴＮ メーカー 6 3 1 2 2 2 1 1
14 スリーエムジャパン メーカー 6 2 2 3 3 1 1
15 デンソー メーカー 6 3 1 2 2 2 1 1
16 コニカミノルタ メーカー 6 2 2 3 1 2 1 1
17 ＮＴＴコミュニケーションズ 情報通信 6 3 1 2 1 1 2 2
18 日立システムズ 情報通信 6 3 3 3 1 2
19 ワークスアプリケーションズ 情報通信 6 5 4 1 1 1
20 野村證券 金融 6 1 1 5 5
21 東芝 メーカー 5 3 2 1 2 1 1
22 ディスコ メーカー 5 2 2 1 1 2 2
23 ロココ 情報通信 5 3 3 2 2
24 高島屋 商業 5 1 1 1 1 3 3
25 ニトリ 商業 5 1 1 3 2 1 1 1
26 イオンリテール 商業 5 2 1 1 1 1 2 2
27 日産自動車 メーカー 4 3 1 2 1 1
28 ポイント 商業 4 1 1 3 3
29 富士通 メーカー 3 1 1 2 2
30 ソニー メーカー 3 1 1 2 2
31 三菱電機 メーカー 3 1 1 2 1 1
32 フォスター電機 メーカー 3 3 3
33 ブリヂストン メーカー 3 2 1 1 1 1

■ 本社所在地別〈都道府県別〉求人数・進路決定者数	 2015.6.1現在 ■ 2014年度　外国人学生・外国人留学生進路状況	 2015.6.1現在

■ 外国人留学生　主な内定先　過去3年間に内定者2名以上の企業	 2015.6.1現在
（人）

アルバイト
0.5％

アルバイト
0.5％

その他
1.7％

その他
1.5％

未定
7.9％

未定
8.2％


